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 富山県立中央病院では、これまで、中期経営計画により経営改革を進めてきました。病院事業債

の活用や一般会計からの繰入金を受けつつ、継続的に経営改善に努めた結果、平成 20 年度に６億

円余りあった赤字は、平成 21年度には黒字に転じ、これ以降平成 27年度まで７年連続で黒字を達

成することができました。 

 また、この間、ＳＰＤの導入による診療材料の効率的な使用、ＥＳＣＯ事業によるエネルギー使

用量の削減、診療報酬改定への適切な対応、ＤＰＣⅡ群病院の指定、新東病棟（現中央病棟Ｂ）の

建設、先端医療棟の建設などに取り組み、一定の成果を上げることができました。 
 
 人口減少や高齢化が進行する中、令和７年（2025 年）には、本県においては、３人に１人が 65

歳以上、５人に１人が 75 歳以上になると見込まれています。令和７年を見据え、限られた医療資

源を有効に活用し、地域ごとに必要なサービスを確保し、提供していくための取組みが急務になっ

ています。 

こうした中、将来にわたり持続可能な、効率的で質の高い医療提供体制を構築するとともに、地

域包括ケアシステムを構築することを通じ、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進する

ため、平成 26 年６月に、医療介護総合確保推進法が成立しました。 

 これに伴い、医療法が改正され、医療機能の分化・連携や在宅医療等の充実、医療従事者の確保・

養成を推進するため、各都道府県は、医療計画の一部として、将来の医療提供体制の目指すべき姿

を示す「地域医療構想」を策定することになりました。 

 

 また、今般、総務省から新たな公立病院改革ガイドラインが示され、「持続可能な社会保障制度

の確立を図るための改革の推進に関する法律」に基づき富山県が策定する「地域医療構想」の内容

も踏まえた新たな公立病院改革プランを策定することが必要となっております。 新改革プランは、

策定内容について地域医療構想と整合することが求められており、富山県地域医療構想の公表と合

わせ、平成28年度に策定することになりました。 

 

第三次中期経営計画の計画期間が平成28年度で満了することから、当院においては、これまでも、

中期経営計画をもって改革プランとしていることを踏まえ、新改革プランの計画期間に合わせて、

平成29年度を計画初年度とする「第四次中期経営計画」を平成28年度中に策定し、令和７年（2025

年）に向けた地域医療構想の中で修正が必要な事項については適宜、修正を加えていくこととしま

した。  

 

なお、この計画策定後における社会情勢や医療環境の変化、県民の医療ニーズの多様化などに的

確に対応するため、また、令和７年（2025年）に向けた地域医療構想の中で修正が必要な事項を反

映するため、さらに、平成 30 年度に予定されている第７次医療計画及び第７期介護保険事業計画

並びに診療報酬改定及び介護報酬改定など様々な改定の状況を踏まえるため、適時適切に見直しを

行います。 

Ⅰ 第四次中期経営計画策定に当たって 
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１ これまでの取組み状況                              

 

（１）第一次中期経営計画（平成 13年度～17年度） 

①政策・ 高度医療の提供と医療水準向上への貢献 

ア がん、心疾患、脳血管疾患のいわゆる三大生活習慣病対策を中心とした高度先進的医

療や救急医療、周産期医療用語集参照：以下､※）の充実を図るとともに、骨髄移植、腎移植や不

妊治療などにも積極的に取り組みました。 

イ 地域連携室を中心に、患者の紹介※）や逆紹介※） を通じた地域医療機関等との連携強

化や機能分担化の推進に努めました。 

 

②患者本位の医療の展開 

ア 「根拠に基づく医療（ＥＢＭ）※）」や「インフォームド・コンセント※）」の徹底など、

患者本位の医療の提供に取り組むとともに、患者の意見の把握と反映に努めました。 

イ 医療相談室や医療安全管理室を設置するなど安全・安心な医療の提供を図りました。 

 

③情報、教育・ 研修機能の充実 

ア 情報化を推進するため、「電子カルテ等新病院情報システム」の開発に着手しました。 

イ 平成 16 年度から発足した新医師臨床研修制度のもと、臨床研修医の育成指導に積極

的に取り組むとともに、医学部学生や看護学生等の実習指導の充実を図るなど優れた医

療後継者の育成に努めました。 

 

④経済性の発揮による経営の安定化 

ア 「平均在院日数※） の短縮」（17 日以下）、「紹介患者率※）の向上」（35％以上）、「病床

利用率※）の確保」（92％程度）の三大目標の実現に努め、急性期※）入院加算等の新たな

診療収入の確保を図りました。 

イ 調理業務や警備業務の外部委託の推進など民間的経営手法の導入に取り組みました。 

 

＜平成 13年度～17年度の主な実績＞ 

 
平成 15年 12月  （財）日本医療機能評価機構認定取得 

平成 16年３月  臨床研修病院指定 

平成 16年６月  ユニセフ・ＷＨＯ「赤ちゃんにやさしい病院」認定取得 

平成 16年 10月  女性専門外来開設 

平成 17年４月  医療安全管理室設置 

平成 18年３月  北陸初の脳死下臓器摘出手術の実施 
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（２）第二次中期経営計画（平成 18年度～23年度） 

①患者が納得し、参加できる医療の提供 

ア 新病院情報システムを導入した結果、患者の待ち時間の短縮や患者が納得し参加でき

る医療をより一層充実させるよう努めました。 

イ ７対１看護体制※）の移行により、手厚い看護体制を確保しました。 

ウ 医療安全部を設置するとともに、病院機能評価※）の認定更新に取り組むなど、県民の

信頼向上に努めました。 

 

②高度・専門医療、政策医療の充実 

ア 県がん診療連携拠点病院※）の指定を平成 18 年８月に受け、通院治療室（外来化学療

法室）※）の設置、緩和ケア※）病棟の拡充、新リニアック※）の導入など、がん治療体制

の充実を図りました。 

イ 新生児特定集中治療室（ＮＩＣＵ）※）の増床や母体胎児集中治療室（ＭＦＩＣＵ）※）

の整備を進めるなど、県内の政策医療体制の充実に努めました。 

ウ 周産期医療※）や精神科救急医療※）の拠点となる新しい東病棟が平成 23 年３月に完成

し、産科、精神科、透析室及びデイケアの機能強化を図りました。 

エ 重篤な患者の増加や施設スペースの狭隘などの課題に対応するため、救命救急セン

ターの拡充整備を行いました。 

 

③地域連携の推進と県内医療水準向上への貢献 

ア 総合地域連携部を設置し、患者紹介率※）・逆紹介率※）の向上や開放型病床※）の運用な

ど、当院と地域の病院や診療所との連携を推進し、地域医療支援病院※）に承認されまし

た。 

イ 五大がん※）地域連携クリニカルパス※）の運用によるがん診療ネットワークの充実強化

を図るとともに、県内医療機関等との合同症例検討会などを通して、県内の医療水準向

上に貢献するように努めました。 

 

④情報化の推進と教育・研修機能の充実 

ア 新病院情報システムの稼動に併せモジュール型クリニカルパス※）を導入し、医療の標

準化と質の向上を進めました。 

イ 初期・後期臨床研修医※）の受入や看護師、薬剤師等の研修を積極的に行い、医療人材

の養成に努めました。 

 

⑤県民参画と経済性の発揮による病院経営 

ア 病院ボランティアを広く受け入れるだけでなく、ご意見箱や広報誌の充実を図り、県

民の参加による病院運営を目指しました。 

イ 在院日数の適正化や地域連携の推進などにより、患者数は減少しましたが、診断群分

類別包括評価（ＤＰＣ）※）や７対１看護体制※）への移行、地域医療支援病院※）の承認

取得による診療報酬の加算措置や高度医療の実施などにより、一人当たりの診療収入の
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増加に努めました。 

ウ 診療材料の調達業務の一元化（ＳＰＤ※））やＥＳＣＯ事業※）による冷熱源設備の効率

化を図り、費用の節減に努め、効率的な病院運営に努めました。 

 

＜平成 18年度～23年度の主な実績＞ 

 
平成 18年４月    セカンドオピニオン外来開設 

平成 18年８月  県がん診療連携拠点病院指定 

平成 18年９月  敷地内禁煙実施 

平成 19年２月  助産師外来開設 

平成 19年４月  電子カルテシステム稼働、医療安全部・総合地域連携部設置 

平成 20年４月  通院治療室（22 床）開設、緩和ケア病棟増床（18→25床） 

平成 20年７月  ＮＩＣＵ増床（18床→23床） 

平成 21年１月  （財）日本医療機能評価機構認定の更新 

平成 21年４月  診断群分類別包括評価（ＤＰＣ）、７対１看護体制への移行 

         一般病床の減床（710 床→665床） 

平成 21年８月   地域医療支援病院承認 

平成 22年 10月  五大がん地域連携クリニカルパス運用開始 

平成 23年１月   診療材料調達・管理業務委託（ＳＰＤ）運用開始 

平成 23年３月   周産期医療や精神科医療の拠点となる新東病棟オープン 

平成 23年４月   開院 60周年 

          ＥＳＣＯ事業サービス開始 

平成 23年 11月  ＮＩＣＵ増床（23床→29床） 

         新救命救急センター運用開始 
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（３）第三次中期経営計画（平成 24年度～28年度） 

①県民のニーズに応じた良質で安全な医療の提供と患者満足度の向上 

ア 県民の意見、要望等の収集による県民ニーズの把握、医療安全に係るマニュアルの改

訂や教育・研修の実施等による医療安全管理対策の推進、医療の質の評価指標の病院

ホームページでの公表など、県民信頼度の向上に努めました。 

イ 患者の待ち時間短縮、「がんサロン」の設置等による医療相談体制の充実、患者側と

医療者側の橋渡し役を行う「医療メディエーター」の配置、看護専門外来の充実、入退

院支援センターの整備など、患者満足度の向上に努めました。 

ウ 院内ガイドラインの全部改正を踏まえたインフォームド・コンセント（説明と同意）

の更なる徹底、最善の医療とケアを行う終末期医療の適切な対応など、患者の権利の尊

重とプライバシーの保護に努めました。 

 

②富山県の基幹・中核病院として、高度・専門医療、政策医療の充実 

ア 最新のＣＴ、ＭＲＩなど高度検査機器の更新、ハイブリッド手術室やロボット手術装

置の整備、既存棟の改修に併せた通院治療センター（外来化学療法室）の増床や緩和ケ

アセンターの整備、最新の放射線治療機器リニアックの更新、さらに、厚生労働大臣が

承認した先進医療への積極的な取り組みなど、高度先進的医療の充実に努めました。 

イ 新生児特定集中治療室（ＮＩＣＵ）※）や母体胎児集中治療室（ＭＦＩＣＵ）※）の適切

な運用、小児外科診療の開始、ドクターヘリの運航開始、スーパーＩＣＵ※）の整備など、

急性期医療の充実に努めました。 

ウ 県がん診療連携拠点病院として、先端医療棟の建設に際し、最新の高度検査機器を備

えた高度画像診断センター、早期がんに対し内視鏡治療を行う内視鏡センター、ハイブ

リッド手術室やロボット手術装置を備えた低侵襲手術センター等の施設の拡充を行う

とともに、患者と家族を支える緩和ケアセンターを整備しました。また、救命救急セン

ター、基幹災害拠点病院、総合周産期母子医療センター、肝疾患診療連携拠点病院、地

域医療支援病院などの拠点病院としての機能強化を図りました。 

エ 災害対策マニュアルの見直し、ＤＭＡＴ※）の拡充、先端医療棟に大規模災害時は緊急

対応病室となるメディカルシミュレーションセンターを整備するなど、危機管理体制の

強化を図りました。 

オ 先端医療棟の高度集中治療センター内に移設整備したＥＣＵに併設してスーパーＩ

ＣＵを新設するとともに、低侵襲手術センターの整備に合わせ既存手術室の改修等を進

めました。また、ＨＣＵ※）による術後管理体制の充実のほか、多職種の医療スタッフに

よるチーム医療を推進するなど、病院機能・診療体制の充実強化を図りました。 

カ 院内治験コーディネーターの確保など治験実施体制の充実に取り組むとともに、臨床

研究や疫学研究への積極的な参加など、治験の推進等に努めました。 

 

③地域連携の推進と県内医療水準向上への貢献 

ア 地域医療支援病院として、ＩＣＴを活用した地域医療連携を積極的に推進するととも

に、急性期病院として、入院期間の適正化や地域連携を推進するなど、地域連携体制の
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充実に努めました。 

イ 急性期の患者の受け入れや急性期を脱した患者の逆紹介など、他医療機関等との連携

強化や地域連携クリニカルパス※）の運用により、医療機関相互の機能分担を推進しまし

た。 

ウ 開放型病床や施設の共同利用による地域医療連携医との相互協力や各種検討会・研修

会等の開催を通じた連携強化など、医療支援機能の充実に努めました。 

 

④次代の医療を担う人材育成の推進と教育・研修機能の充実 

ア 専門医、指導医、認定看護師等の高度・専門業務に必要な資格取得の推進、研修医を

対象とした海外派遣研修の実施など、優れた医療人材の育成に努めました。 

イ 研修指導医の養成や研修プログラムの充実等研修環境の改善のほか、研修満足度調査

や研修システム評価の定期的な実施など、臨床研修病院としての機能強化に努めました。 

ウ 医療クラークや看護補助者の適切な配置等による職員の負担軽減、医師，看護師宿舎

や院内保育所の整備など、勤務環境の改善に努めました。 

 

⑤県民参画による病院運営と健全な経営基盤の確立 

ア 病院ボランティアの参加の促進、ホームページ等による広報活動、県民からの意見・

要望の収集のほか、各界の方々の参加を得た当院の運営実績の評価・検証など、県民参

画による病院運営に努めました。 

イ 病院機能評価の継続受審、クリニカルパスの評価・改善、病院経営の専門家からのコ

ンサルティング等による経営分析力の強化など、経営管理体制の強化に取り組みました。 

ウ 診療報酬改定への適切な対応、北陸３県で初めてとなるＤＰＣⅡ群病院の指定、手術

室稼働率の向上など、収益の向上に努めました。 

エ ＳＰＤ※）による診療材料の効率的な使用、後発医薬品※）の積極的な採用、業務の外部

委託などにより費用の削減に努めました。 

オ ＥＳＣＯ事業※）によるエネルギー使用量の削減など、省エネルギー対策に努めました。 

カ 施設の老朽化に伴う改修、外来駐車場のゲート化による管理手法の導入など、施設設

備の計画的な改修に取り組みました。 

キ 電子カルテシステムの更新、新手術システムの導入、情報セキュリティ研修の定期的

な開催など、ＩＴ化の推進と情報セキュリティ対策の強化に努めました。 

ク 医療を取り巻く環境変化に応じた迅速で柔軟な組織の再編等、医療事務に精通した診

療情報管理士等の確保など、職員配置の適正化等に努めました。 
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＜平成 24年度～28年度の主な実績＞ 

 
平成 24年４月  小児外科開設、医療メディエーター配置、新医師住宅供用開始 

平成 25年４月  放射線診断科、放射線治療科開設 

平成 25年 12月 (財)日本医療機能評価機構（病院機能評価）更新認定 

平成 26年３月  新棟（先端医療棟）基本計画策定 

平成 26年４月  ＤＰＣⅡ群病院指定（北陸３県で初の指定） 

ＨＣＵ設置（12床）、ＥＣＵ減床（24床→12床） 

病床結核病床減少（20床→16床） 

第一種感染症指定医療機関指定（感染症病床２床設置） 

長江看護師宿舎供用開始 

平成 26年６月  厚生棟、交流棟耐震補強完了 

平成 26年９月  研修医海外研修制度開始（アメリカ ピッツバーグ） 

         富山県ドクターヘリ基地病院指定 

平成 26年 11月  新棟（先端医療棟）実施計画策定 

平成 27年８月   富山県ドクターヘリ運航開始 

平成 28年１月   外来駐車場有料化（ゲート化）開始 

平成 28年３月   緩和ケアセンター開設 

平成 28年４月   ＤＰＣⅡ群病院継続指定、富山県がん診療連携拠点病院指定更新 

平成 28年６月   全国自治体病院優良表彰 

平成 28年９月   先端医療棟竣工 

平成 28年 11月  スーパーＩＣＵ（６床）算定開始 

平成 29年１月  ロボット手術運用開始 
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（４）第三次中期経営計画における主要な経営指標の達成状況 

  第三次中期経営計画（平成 27 年度一部改訂版）において、経営効率化を図るため、経営

指標を設定したところ、次のとおり概ね達成することができました。 

 

指標の目標 指   標   名 
28年度目標 
（各年度目標） 

27年度 

実 績 

28年度 

実 績 

健全な経営

基盤の確立 

① 経常収支比率（％） 
【経常収益 ※1 ÷ 経常費用 ※2 】 

 102 以上 103 101 

② 経常損益の額（百万円） 
【経常収益 － 経常費用】 

200 以上 707 307 

自立性の 

高い経営 

③ 現金保有残高（百万円） 
【現金 ＋ 普通預金 ＋ 定期預金】 

2,400 以上 4,314 3,880 

④ 医業収支比率（％） 
【医業収益 ÷ 医業費用】 

102 以上 102 99 

医療資源の

効率的な 

配分 

⑤ 職員給与費 対 医業収益比率（％） 
【給与費 ÷ 医業収益 】 

50以下 42 44 

⑥ 材料費 対 医業収益比率（％） 
【材料費 ÷ 医業収益】 

30以下 32 33 

⑦ 一般病床利用率（％） 
【年延入院患者数 ÷ 年延病床数】 

90程度 83.6 83.3 

患者負担 

の軽減 
⑧ 一般病床平均在院日数（日） 
【 ※3 】 

13以下 10.3 10.3 

高度な診療 

⑨ 入院患者一人当たり診療収入（円） 
【入院収益 ÷ 年延入院患者数】 

70,000 以上 70,530 72,039 

⑩ 外来患者一人当たり診療収入（円） 
【外来収益 ÷ 年延外来患者数】 

17,500 以上 17,083 17,959 

※1 経常収益 ＝ 総収益 － 特別利益（または ＝ 医業収益 ＋ 医業外収益 ） 

※2 経常費用 ＝ 総費用 － 特別損失（または ＝ 医業費用 ＋ 医業外費用 ） 

※3 年延入院患者数 ÷ ｛１／２ ×（ 新入院患者数 ＋ 退院患者数 ）｝ 
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 ２ 当院の果たすべき役割                             

 

当院は、県民への高度医療の提供と県内の医療水準の向上を図る三次医療を行う病院として、

また、県の基幹病院として、一般医療のほか以下に示すような医療等について中心的な役割を

果たしています。そして、当院の使命は、県立で唯一の、がん診療を含めた高度急性期医療を

担う中核病院として、県民の生命や健康を守り、安心・安全な社会づくりに貢献していくこと

です。 
そのためには、経営の基盤を強化し、優れた人材を確保し、最新の医療設備を導入するなど、

常に高水準の医療を県民に提供する努力をしなければなりません。また、地域全体の医療状況

を把握し、あらゆる医療分野で積極的に地域の医療機関に協力していく必要があります。 

このような役割については、当院単独で担えるものではなく、当院と地域の病院や診療所な

どとの連携が必要であり、医療に関する情報の共有などを通じて、より一層の連携強化を図る

ことが必要です。 

 

（１）地域医療構想を踏まえた役割の明確化 

 

① 地域医療構想を踏まえた当院の果たすべき役割 

医療需要の推計による令和７年（2025 年）の圏域間の流入・流出については、当院が属

する富山医療圏では、高度急性期、急性期、回復期、慢性期の４医療機能ともに流入が流

出を上回ると予想されています。その理由として、富山医療圏には地域の拠点となる比較

的大規模な病院が多く存在していることが挙げられます。 

第四次中期経営計画（新改革プラン）の対象期間である令和２年度末においても、当院

は地域医療の拠点となる高度急性期医療及び急性期医療における中核病院として、県民の

皆様により安心・安全な医療を継続的に提供することとしています。 

具体的には、救急医療、周産期医療・小児医療、がん医療、脳血管・循環器疾患、消化

器疾患及び精神疾患などに重点的に取り組むほか、地域医療連携の推進、災害発生時・感

染症流行時などの医療対応も行うこととしています。 

また、令和７年（2025年）においても、当院は高度急性期、急性期機能を維持するとと

もに、富山県ドクターヘリによる県下全域の救急医療等を担う基幹病院としての役割や、

周産期医療に係る拠点としての役割などを果たし、高度急性期医療及び急性期医療におけ

る中核病院としての機能が十分に発揮されるような運営を継続していくこととしていま

す。 

併せて、他の医療機関との機能分担による地域医療連携体制の構築がなされ、地域で二

次医療が完結できる体制がほぼ整っていることから、患者の流出超過になることはなく流

入超過のまま推移するものと考えられています。 

一方、このような医療需要を踏まえた病床機能別の必要病床数（令和７年）の推計では、

富山医療圏において当院が担うべき高度急性期及び急性期の２医療機能における必要病

床数は、平成 27年度の病床機能報告に比べ、それぞれ 901床、488床少ないと見込まれて
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いることから、当院においても病床の削減を進めていくこととしています。 

また、今後の病床削減に併せ、富山医療圏内での他医療機関の動向のほか、当院の病床

利用率や患者の個室への入室希望の状況等も勘案しながら、当院の医療提供に支障のない

範囲で個室の整備を検討していきます。 

 

②地域包括ケアシステム構築に向けて果たすべき役割 

   当院は、高度急性期医療及び急性期医療を担う中核病院として、他の医療機関との機能

分担及び連携を推進するとともに、地域包括支援センターや地域の介護・福祉施設への患

者情報の提供や退院時のカンファレンスの取組み等を行うなど、患者が退院後も切れ目の

ないケアが受けられ住み慣れた地域で自分らしい人生を最期まで安心して送ることがで

きるよう、各関係機関と協力して、地域における在宅医療を含む医療、福祉及び介護の連

携体制（地域包括ケアシステム）の構築に貢献します。 

  

③一般会計負担の考え方 

当院は、地方公営企業法の財務適用を受けて運営しています。地方公営企業には、病院

事業を始めとして、水道事業や電気事業など様々な事業がありますが、すべて独立採算に

よる運営が義務付けられています。 

しかし、病院事業については、水道事業などと異なり、必要な費用を料金として独自に

定め徴収することが出来ず、一律の診療報酬制度に基づいて収益を賄わなければならない

という制約があります。  

このような状況の中で、公立病院はその役割として、救急医療、周産期医療・小児医療

など、診療報酬制度で得られる収益では不採算な医療にも取り組まなければなりません。 

このため、地方公営企業法第 17条の２「経費負担の原則」では、「病院事業において負

担することが適当でない経費」や「病院事業収入をもって充てることが困難であると認め

られる経費」について、一定の基準に基づいて県の一般会計が負担（繰り出し）すべきと

規定されているところです。  

富山県では、総務省の基準等により一般会計から病院事業（当院）へ繰り出しを行って

います。 

 

④医療機能等指標に係る数値目標の設定 

当院が果たすべき役割（医療機能等）の達成状況を判断する指標として、表１のとおり

数値目標を設定します。 

 

⑤住民の理解 

当院の理念「 県民に良質で安全な医療を提供し、県内の医療機関等との連携を図り、 

地域社会に貢献します。― やさしさを感じる医療、信頼できる医療、安心できる医療 ―」 

に基づき、医療水準の向上や患者サービスの一層の向上を図るほか、医療に関する専門分

野の知識や情報を活用し、医師をはじめとする医療スタッフによる病院内外での地域住民
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を対象とした講座の開催及び広報、ホームページの活用等により、当院に関する情報のみ

ならず様々な医療情報を発信し、県民の医療や健康に対する意識啓発を推進するとともに、

より安心で信頼できる質の高い医療の提供に努めます。 

    表１                            （単位：人、件、％） 

項  目  

2016 年度 

（28 年度） 

※実績 

2017 年度 

（29 年度） 

※実績 

2018 年度 

（30 年度） 

※実績 

2019 年度 

（元年度） 

2020 年度 

（２年度） 

入院患者数 
 215,948  230,824  221,729  227,500  227,500  

外来患者数 
 354,761  361,156  359,565  358,000  358,000  

救急搬送患者数 
 5,180  5,390  5,170  5,900  5,900  

手術件数 
 7,235  7,828  7,661  8,500  9.000  

CT 検査件数  31,180 33,797 34,647 33,500 33,500 

MRI 検査件数  7,627 9,146 9,146 9,900 9,900 
内視鏡検査・治療 

・処置件数  13,020 13,390 13,148 18,000 18,000 

ICU 患者数 
 ― 1,930 1,969 1,800 1,800 

ECU 患者数  － 2,706 2,649 2,520 2,520 

外来化学療法患者数  8,611 9,792 9,975 10,920 10.920 

病床利用率 
 80.7 86.3 82.9 85.0 85.0 

分娩件数 
 948  917  922  950  950  

ＮＩＣＵ利用率 
 82.2  83.9  78.7  90.0  90.0  

ＭＦＩＣＵ利用率 
 73.7  75.3  74.5  80.0  80.0  

紹介率 
 75.4  80.8  82.5  75.0  75.0  

逆紹介率 
 80.3  78.8  77.2  80.0  80.0  

開放型病床利用率 
 33.4  29.1  36.5  40.0  40.0  

クリニカルパス適用率 
 99.7  99.8  100.0  99.5  99.5  

初期研修医マッチ数 
 18  15  16  17  17  

患者満足度:入院 
 93.3  92.9  87.9  96.0  96.0  

患者満足度:外来  94.3  95.3  91.8  98.0  98.0  

医療相談件数  27,622  29,963  31,153  26,500  26,500  

 

（２）法令等に基づき対応が求められるもの 

  結核対策（感染症法）として、結核病床を有するとともに、精神科医療（精神保健福祉

法等）については、精神科救急や身体合併症治療を提供する基幹病院として位置づけられ

ています。また、災害医療※）については、県全域を対象とする「基幹災害拠点病院」とさ

れており、富山県地域防災計画（原子力災害編）において二次被ばく医療機関に指定され
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ています。 

 

（３）社会的要請から対応が求められるもの 

  マンパワー・機器等の制約から一般の医療機関では対応が困難な医療や高度・先進的、

専門的医療などについて対応します。 

  がん医療については、集学的治療※）や診療ガイドラインに準ずる治療などを実施し、地

域の医療機関と連携し専門的ながん治療を提供する機能に加え、化学療法や放射線療法※）

などに関する医療従事者の研修などを担う「県がん診療連携拠点病院※）」に指定されてい

ます。 

  脳卒中医療及び急性心筋梗塞医療については、それらを含む重篤な救急患者を 24 時間

体制で受け入れる「救命救急センター」が整備されています。 

 肝炎医療については、肝専門医による診療体制が確保されていることなどの機能がある、

「肝疾患診療拠点病院」に指定されています。 

  救急医療については、入院を要する救急医療（第二次救急）を担う医療機関であるとと

もに、24時間体制で重篤な患者に対して高度な治療を行う救命救急センター（第三次救急）

を設置しています。また、平成 27 年８月から当院を基地病院とした富山県ドクターヘリ

の運航を開始しています。 

  周産期医療※）については、合併症妊娠、重妊娠中毒症、切迫流産、胎児異常などリスク

の高い妊娠に対する医療及び高度な新生児医療を実施する「総合周産期母子医療セン

ター」に指定されています。 

  小児医療については、一般の医療機関では対応が困難な患者に対する高度専門的な診

断・検査・治療などの専門医療を実施しています。 

  急性期リハビリテーション医療※）については、患者の症状に応じて適切な時期に急性期

リハビリテーションを実施しています。 

 移植医療については、腎臓移植や骨髄移植を行うとともに、脳死下における臓器提供に

対応しています。 

  緩和ケア医療※）については、ターミナルケア※）とともに、がん治療の初期段階からの身

体的・精神的な苦痛などに対するケア体制を整備しています。また、平成 28 年３月に緩

和ケアセンターを設置し、患者とご家族等に対する支援の充実を図っています。 

  感染症医療としては、患者が安心して医療を受けられる「エイズ治療拠点病院」に選定

されています。また、平成 26 年４月には、第一種感染症指定医療機関に指定されていま

す。 

地域医療の支援については、開放型病床※）の運営、医療機器の共同利用、地域の医療従

事者の資質の向上のための研修などを行う地域医療支援病院に承認されています。 

 

（４）その他のもの 

治験※）の促進については、県内治験医療の中核的な病院とされています。また、医療人

材の育成については、医師の「臨床研修病院」として研修内容を充実するとともに、看護

師の勤務しやすい職場環境や教育体制の整備に努めています。 
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３ 現状と課題                                 

  

第四次中期経営計画の策定に当たっても、第三次中期経営計画と同様に、その達成状況のほ

か、医療や当院を取り巻く様々な環境を的確に把握するため、「ＳＷＯＴ分析」を試みました。 

 この「ＳＷＯＴ分析」とは、外部環境としての「機会（Ｏpportunity）」と「脅威（Ｔhreat）」、

内部環境としての「強み（Ｓtrength）」と「弱み（Ｗeakness）」の四つの視点から、当院がど

のような状況にあるかを分析・評価しようとするものです。 

 この分析をもとに当院の経営計画を考えるに当たって、次の４点をコンセプトとしました。 

 

 

 

 

 

 

 

【ＳＷＯＴ分析を通じた第四次中期経営計画策定の概念図】 

 

 

 

 

       機会を捉えて更なる発展へ     強みを活かして脅威を克服 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

     強みを伸ばしブランド力を強化    機会を捉えて弱みを克服 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 「機会を捉えて更なる発展」を図ること 
② 「強みを活かして脅威を克服」すること 
③ 「強みを伸ばしてブランド力を強化」すること 
④ 「機会を捉えて弱みを克服」すること 

《第四次中期経営計画の策定》 
○当院の進むべき基本方向 
○実現に向けた基本的方策、目標、行動計画の策定 
○ＢＳＣによる経営管理 

外
部
環
境 

 

機会（Opportunity） 脅威（Threat） 

内
部
環
境 

強み（Strength） 弱み（Weakness） 

《理念の実現》 

「県民に良質で安全な医療を提供し、県内の医療機関等との連携を 

図り、地域社会に貢献します。」 

―やさしさ
．．．．

を感じる医療 
信頼
．．

できる医療 
安心
．．

できる医療― 
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（１）主な外部環境と課題（「機会」と「脅威」）  

 

「機会」 

①医療を取り巻く環境変化 

我が国の医療提供体制は、国民皆保険制度とフリーアクセスの下で、国民が必要な医療

を受けることができるよう整備が進められ、国民の健康を確保するための重要な基盤と

なっており、世界最高水準の平均寿命や高い保険医療水準を達成してきました。しかし、

近年の急速な少子高齢化や経済の低成長への移行などの環境変化により、高齢者医療費の

増大が見込まれるなど、持続可能な医療保険制度を構築することが大きな課題となってい

ます。 

そのため、国においては、増大する国民医療費に対し、医療費適正化政策の推進や効率

的な医療提供体制の構築などを進めており、医療を取り巻く環境は大きく変化しています。 

 

   ②診療報酬の改定 

病院収益の根幹をなす診療報酬は２年ごとに見直しが行われ、国が定める算定基準に基

づき、全国一律の単価が設定されることから、病院経営は診療報酬の改定により大きく左

右されます。 

平成 24 年度の改定では、平成 22 年度に引き続き、プラス改定（全体改定率 0.004％）

となり、救急・周産期医療の推進や病院医療従事者の勤務体制の改善等の取り組みなどを

重点に診療報酬の新設や引上げが行われました。 

平成 26年度の改定では、全体改定率では 0.1％のプラス改定でしたが、これは消費税増

税補填分 1.36％が上乗せされているものであり、実質的には 1.26％のマイナス改定が行

われました。 

平成 28年度の改定では、全体改定率では実質 0.84％のマイナス改定が行われました。 

平成 30 年度の改定においても、全体改定率では実質 1.19％のマイナス改定となりまし

た。 

 

③医療機関等相互の連携強化、機能分担の要請 

平成 20年度に施行された国の新しい医療計画の制度によって、富山県医療計画にがん、

脳卒中、急性心筋梗塞など主要疾病ごとの医療連携体制や総入院期間、地域連携クリニカ

ルパス※）の普及状況などが明記されました。質の高い医療を効率的に提供するためには、

医療機関などが適切な機能分担のもと相互に密接な連携を図ることが大切であり、地域連

携の推進に先導的な役割を果たすことが求められています。 

 

「脅威」 

④医師の診療科偏在・地域偏在、看護師の不足 

現在、若い医師が大都市圏に集中し、地方圏で医師の確保が困難になっているとともに、

産科・小児科、麻酔科等の診療科や救急部門を中心に医師不足が深刻になっているなど、
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診療科間の偏在の問題が生じています。 

     また、看護師においては、平成 18年度の診療報酬改定で７対１看護基準が導入された 

ことに伴い、病院間の看護師確保競争が激化しています。県内病院における看護職員の採

用数は平成 29年度で予定数の 85%程度（看護職員実態調査：85.1％）にとどまるなど、看

護職員不足の状況が続いており、当院でも年々確保が困難となっています。 

 

⑤高齢者医療の増大 

富山県の人口が平成 11 年から減少に転じている中で、高齢者人口（65 歳以上）は増加    

し、平成 22年には、65歳以上人口の割合が 26％を超え、平成 30年には、この割合が 31.9％

と、10 人に３人以上が高齢者になっており、その後も増加すると見込まれます。 

        こうしたなか、当院でも高齢の患者の増加が見込まれ、今後、急性期医療を担う当院と

しては、慢性期医療※）を提供する療養型病院※）や地域包括支援センター※）などとの連携

を強化していく必要があります。 

 

⑥医療の高度・複雑化に伴う業務量の増大 

医療の高度・複雑化に伴い、業務量の増大が見られる一方、患者やご家族からは、良質

で安全な医療を求める声が高まっている状況です。 

 こうしたなか、医療現場では、診断書、意見書、紹介状などの書類作成に関する業務量

の増加により、医療スタッフの負担が増加しています。 

 そのため、平成 20年度の診療報酬改定において医師事務作業補助体制加算、平成 22年

度の診療報酬改定において急性期看護補助体制加算が新たに設けられたことに伴い、当院

では、医療クラーク※）や看護補助者※）を配置し、医師や看護師の負担軽減を図っています。 

 今後、こうした職種を含めた多種・多様な医療スタッフがそれぞれの専門性を活かしな

がら互いに連携・補完し合うチーム医療を推進していく必要があります。 

 

⑦厳しい県財政 

国、地方を取り巻く厳しい財政環境の中、県の一般会計からの繰入金を受けている当院

は、これまで以上に効率性・採算性を高め、持続可能な安定した経営基盤を確立していく

必要があります。 
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（２）主な内部環境と課題（「強み」と「弱み」） 

 

「強み」 

① 急性期型病院としての機能の向上 

病院の果たす機能に着目して「急性期型病院※）」、「亜急性期型病院※）」、「回復期型病院※）」

といった区分がされます。また、平成 26 年度より病床機能報告制度※）が始まり、各病床

が担っている医療機能の現状と今後の方向について、病棟単位で「高度急性期機能※）」､

「急性期機能※）」､「回復期機能※）」及び「慢性期機能※）」の 4区分から選択し、都道府

県に報告する仕組みとなりました。当院の入院患者の平均在院日数※）は 10.8 日（平成 29

年度、一般病床）で、病床数 500床以上の都道府県立病院（27病院）中３番目に短いこと

に見られるように、重篤な患者に対して、入院初期の医療密度の高い治療を提供する「急

性期型病院」として「高度急性期機能」の向上に努めています。 

 

②救急医療、周産期医療、災害医療等各種センター機能の保有 

 富山県医療計画において、当院は、一般医療のほか、高度医療（三次医療）を提供する

病院として、また、県の基幹病院として、救命救急センター（第三次救急医療）、総合周

産期母子医療センター（周産期第三次救急医療）、精神科救急基幹病院、さらには基幹災

害医療センターの指定を受けるとともに、平成 27 年８月には当院を基地病院とした富山

県ドクターヘリの運航を開始しており、引き続き県内の医療機関と連携しながら県民の生

命を守る重要な使命を果たしています。 

 

③がん診療の拠点機能 

 当院は、現在、県内唯一の「県がん診療連携拠点病院※）」に指定され、高度な技術と施

設・設備を駆使して優れた治療成果を上げています。各種の病院ランキングにおいても手

術件数は日本海側トップクラス、また、症例数の総合評価でも全国上位に位置しています。 

  

④新しい治療法への取組み 

先進医療は、新しい医療技術の出現や患者ニーズの多様化などに対応するために、健康

保険の診療で認められている一般の医療の水準を超えた最新の先進技術として、厚生労働

大臣から承認された医療行為です。当院では、近年「超音波骨折治療法」、「内視鏡的大腸

粘膜下層剥離術」、「実物大臓器立体モデルによる手術支援」、「腹腔鏡下広範子宮全摘術」、

「多焦点眼内レンズを用いた水晶体再建術」、「コレステロール塞栓症に対する血液浄化療

法」（既に保険適用のもの含む）先進医療を実施しています。 

また、最先端の高度専門医療を提供できるよう、カテーテル治療※）や内視鏡治療※）、放

射線治療、化学療法、鏡視下手術※）、ロボット手術など、新しい治療法に積極的に取り組

んでいます。 
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⑤医療の高度・専門化に対応できる人材の配置及び高度医療機器の整備 

当院は、高度医療（三次医療）を提供する病院として、また、県の基幹総合病院として、

96 の専門・研修施設などの指定・認定を受けています（平成 30年８月現在）。 

また、各種学会などが認定する専門医 253人、指導医 108人（延べ人数､平成 31年 1月

現在）、日本看護協会が認定する認定看護管理者１人、専門看護師４人、認定看護師 29人

（平成 31年１月現在）などの専門スタッフを配置するとともに、ＣＴ※）、血管連続撮影装

置※）、ＭＲＩ※）、リニアック※）など最新の高度医療機器を整備し計画的に更新しています。

平成 27 年度からの２カ年で順次高性能リニアックへ更新するとともに、がん等の精密診

断を行う最先端のＭＲＩ・ＣＴ等の高度検査機器を平成 28 年９月竣工した先端医療棟の

「高度画像診断センター」に整備しました。 
 

⑥病院機能評価、赤ちゃんにやさしい病院等認定取得 

「病院機能評価※）」の認定を平成 15年 12 月、その認定更新を平成 20 年 12 月及び平成

25 年 12 月、また、「赤ちゃんにやさしい病院※）」の認定を平成 16 年８月に受けました。

こうした各種の認定の取得を図るなど、県民の皆さんに「やさしさ・信頼・安心」を感じ

ていただける医療の提供に努めています。 

   

「弱み」 

⑦外来患者数の多さと入院・手術等の本来機能への支障 

当院は、500 床以上の都道府県立病院（27 病院）中、第４位の外来患者数（平成 29 年

度１日平均 1,480人）となっていることから、当院が担うことを期待されている高度な手

術や入院診療、外来診療に十分対応できない状態となっています。このようなことから、

先端医療棟にロボット手術など先進的な手術を行う「低侵襲
ていしんしゅう

手術センター」を整備する

とともに、既存の手術室の改修等についても実施しました。 

 今後は、患者の紹介※）・逆紹介※）などを通じて地域の医療機関等との連携や機能分担化

を進め、外来診療の適正化を図り、当院本来の機能を十分に発揮できる条件づくりを整備

していくことが課題です。 

 

⑧施設・設備の老朽化 

当院の施設のなかで、中央病棟（平成４年竣工）は 27 年、診療棟（平成７年竣工）は

24 年経過（令和元年 6 月現在）しています。このため、それらの施設に設置されている

空調設備など、多くの設備が老朽化しており、修繕費用が年々増嵩しています。今後、老

朽化した施設・設備の改修を計画的に取り組んでいく必要があることから、先端医療棟と

一体的に既存の診療棟を改修するとともに、大規模修繕計画を策定し施設等の老朽化対策

に努めます。 
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４ 第四次中期経営計画の性格と役割                           

 こうした内外環境のもとに第四次中期経営計画は、次のような性格と役割を持つものとしま

す。 

（１） 県総合計画及び県医療計画の基本方向を踏まえながら、良質で安全な医療を提供する

ことを通じ、県民の健康と福祉向上に寄与していくための計画 

（２） 職員全ての業務の目標・指針とするとともに、県民の皆さんが当院に対する理解を深

め、運営に参画するための計画 

（３） 民間的経営手法を積極的に取り入れるなど効率性や自立性を高め、経営基盤の一層の

充実・強化を図るための計画 

（４）病院経営の改革に総合的に取り組むための計画（新公立病院改革プラン） 

（５）｢公営企業の経営に当たっての留意事項について｣(平成26年８月29日付け総務省自治財政

局公営企業課長･公営企業経営室長･準公営企業室長通知)に基づく“経営戦略” 

 

 

５ 計画期間                                   

平成 29 年度から令和２年度までの４年間 

 この計画期間は、総務省の新公立病院改革ガイドラインに基づき策定することが要請されて

いる新公立病院改革プランの計画期間に合わせたものとなっています。 

 

なお、この計画策定後における社会情勢や医療環境の変化、県民の医療ニーズの多様化など

に的確に対応するため、また、令和７年度（2025年）に向けた地域医療構想の中で修正が必要

な事項を反映するため、さらに、平成 30 年度に予定されている第７次医療計画及び第７期介

護保険事業計画並びに診療報酬改定及び介護報酬改定など様々な改定の状況を踏まえるため、

適時適切に見直しを行います。 
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１ 理念（当院の使命）                                     

 当院は、富山県内の医療水準向上に寄与する唯一の県立総合病院として、 

「 県民に良質で安全な医療を提供し、県内の医療機関等との連携を図り、 

地域社会に貢献します。 

 ― やさしさ
．．．．

を感じる医療、信頼
．．

できる医療、安心
．．

できる医療 ― 」 

を理念としています。 

 

 

 

２ 基本方針（計画推進の柱）                             

 理念を達成するため、次の５つの基本方針の下に具体的な取組みを展開します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 挑戦目標                                   

 職員一人ひとりが「改革に挑戦する心」と「パートナーシップ」を持ちながら、全員が一丸

となって理念の達成に向けた取組みを展開するため、次の挑戦目標を掲げ、その実現をめざし

ます。 

 

《挑戦目標》 

「医療の質・患者サービス・経営の健全性で全国トップレベルをめざす。」 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 病院運営の基本 

① 県民のニーズに応じた良質で安全な医療の提供と患者満足度の向上 

② 富山県の基幹・中核病院として、高度・専門医療、政策医療の充実 

③ 地域連携の推進と県内医療水準の向上 

④ 次代の医療を担う人材育成の推進と教育・研修機能の充実 

⑤ 県民参画による病院運営と健全な経営基盤の確立 
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１ 事業計画                                  

 

（１）県民のニーズに応じた良質で安全な医療の提供と患者満足度の向上 

   

①県民信頼度の向上 

○県民ニーズの把握 

県内唯一の県立総合病院として、常に県民の視点で病院運営を進めていくため、県にお

いて毎年度実施される「県政世論調査」や医療計画策定時に実施される「県民の医療に対

する意識調査」、県議会、関係機関からのご意見など、また、当院においては、院内に設

置されているご意見箱やホームページを活用した県民からのご意見、ご要望などを広く収

集し、県民のニーズに応じた質の高い医療を提供していきます。 

 

○医療安全管理対策の推進  

安全な医療を提供するため、医療安全管理体制をさらに強化していくとともに、「医療

安全推進マニュアル」の定期的な更新や医療安全のための教育・研修体制の充実、医療機

器の安全管理対策などに取り組み、総合的な医療安全管理対策を推進します。 

 

○医薬品の安全管理対策の推進 

医薬品の安全管理については、医薬品情報の収集や患者への適切な情報提供に努めると

ともに、服薬指導の充実や調剤過誤防止対策などに努めます。 

 

○コンプライアンスの徹底 

県民から信頼される病院づくりを進めるため、コンプライアンス（法令順守）を徹底し

ます。 

 

○医療の質の評価指標の公表  

当院で行われている医療の質を評価するため、平成 20年度から医療の質の評価指標（ク

リニカル・インディケーター※））を設定し、病院ホームページで公表しています。現在、

外来・入院患者数、疾患別患者数、在院日数、病床利用率など病院の基礎的なデータのほ

かに診療科別手術件数、がん等主要疾患のデータなどの 33 項目を評価指標としています

が、評価指標の内容を検討し項目数をさらに増やすこととしています。 

また、平成 28 年度から、ＤＰＣデータによる全国統一の定義と形式に基づいた病院指

標（クオリティ・インディケーター※））を作成し、病院ホームページで公開しています。 

今後とも、医療の質の評価指標の公表等により、多くの県民の方々に評価していただき、

医療の質の改善につなげていきます。 

 

Ⅲ 計画の内容 
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○セカンドオピニオン外来の充実 

県民ニーズの高まりを踏まえ、平成 18 年度からセカンドオピニオン外来※）を実施（平

成 30 年度実績 57人）しており、今後ともその充実に努めます。 

 

②患者満足度の向上 

○医療情報提供の推進 

診断や治療に当たっては、平成 22 年度から実施している診療報酬明細書の交付やクリ

ニカルパスを活用した診療計画、指導・支援内容等の情報提供など、患者によりわかりや

すく納得できる医療情報の提供に努めます。 

 

  ○外来患者の待ち時間の短縮と利便性の向上 

待ち時間の長い診療科の予約枠を見直すなど、徹底した業務プロセスの見直しを行うと

ともに、患者に待ち時間情報をきめ細かく提供するなど、患者の待ち時間短縮と利便性の

向上を図ります。 

 

  ○総合診療案内体制の充実強化 

医療の専門分化が進んでいることから、初診患者にとってどの診療科を受診すべ きか

判断がつかないケースがあります。こうした患者の相談に適切に対応するため、医師や看

護師による総合診療案内体制の充実強化に努めます。 

 

  ○医療相談体制の充実 

患者やご家族の不安や悩みなどの相談内容に応じて各医療相談担当者を配置していま

すが、相談内容は多岐にわたり年々増加傾向にあります。今後は、医療ソーシャルワーカー

（ＭＳＷ）※）や精神科ソーシャルワーカー（ＰＳＷ）※）の育成・確保を図ります。このほ

か、平成 23年度より、がん患者やご家族と気軽に自由に語り合う交流の場「がんサロン」

を設置しました。また、平成 28 年３月に開設した緩和ケアセンターにおいて相談支援業

務も行っています。 

今後とも、やさしさを感じ、信頼・安心できる医療相談体制の充実に努めます。 

 

○医療メディエーターの配置 

近年、患者側と医療者側との橋渡し役を行う「医療メディエーター※）」を配置する病院

が少しずつ増えています。このため、当院では平成 24 年度より、医療メディエーターを

配置しました。今後とも、当院における患者やご家族とのトラブル事例を検証するととも

に、患者サービスの向上に努めます。 
 

  ○病院ボランティアとの協働 

当院では、患者にやさしく声をかけ、受付案内や車椅子介助などを支援する「さわやか

ボランティア※）」に 57人（令和元年 6月現在）が登録されています。今後は、ボランティ

ア研修会をさらに充実させるとともに、ボランティア交流会などを通じて、職員とボラン
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ティア間のチームワークを高めるなど、職員とボランティアが協働し、患者が安心して受

診できる環境づくりを進めます。 

 

  ○接遇能力の向上 

患者への接遇を向上させるため、接遇ハンドブックの作成やコミュニケーション研修の

開催などに取り組んでいますが、今後はさらに、定期的に職員の接遇に関する自己評価を

行うなど、職員一人ひとりの接遇能力の向上に努めます。 

 

○看護専門外来の充実 

  平成 23年度に専門・認定看護師などが行う看護専門外来※）（がん、乳腺、ストーマケア・

失禁、リンパ浮腫、フットケア、栄養支援、不妊相談）を開設しましたが、今後、患者の

ニーズを踏まえ、さらに、認知症支援外来※）や育児支援外来※）などの開設について検討し

ます。 

   

○７対１看護体制による手厚い看護 

常時観察を要する患者や常に寝たままの患者などが増えてきていることなどから、平成

21 年度に手厚い看護ができる７対１看護体制※）を導入しました。今後とも、この体制のも

と、患者にもっとも近い立場にいる看護師がきめ細かな看護ができるよう努めていきます。 

 

  ○療養環境・アメニティの向上 

外来環境や入院生活の快適性を高めるため、ヒーリングコンサートやヒーリングギャラ

リー※）、子どもの作品展示会を開催しています。今後は、企業のメセナ活動※）と協調し、

こうした行事の開催回数を増やしていくとともに、患者のご要望を踏まえ、図書室やベッ

ドサイド端末の設置等について検討するなど、療養環境・アメニティの向上に取り組みま

す。 

  

○入退院支援センターの設置 

先端医療棟と一体的に既存の診療棟を改修し、病棟や案内受付などに分散している入退

院に必要な各種手続きの一元化やベッドコントロールの一元管理による効率的な病床運

営などを行う「入退院支援センター」を平成 29 年度に整備しました。今後、入院患者に

対しワンストップサービスやスムーズな入退院支援を提供できる利便性の高い「入退院支

援センター」の完全実施を目指しています。 

  

  ○児童虐待等の早期発見への組織的な対応 

診療を通じた児童虐待やＤＶ（家庭内暴力行為）などの早期発見に努め、院内の要保護

児童対応委員会などを活用し組織的に対応するとともに、市町村や児童相談所等へ速やか

に連絡するなど、地域の関係機関と連携して取り組みます。 
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○外国人患者への対応 

  国際化の進展を踏まえ、誘導表示における外国語表記の拡充や外国語翻訳機能のある端

末の配備を進めるとともに、 (公財)とやま国際センターの協力を得て通訳（派遣など）

の確保に努めます。 

 

③患者の権利の尊重とプライバシーの保護 

○迅速にわかりやすい診療情報の提供 

  患者にとって検査結果や病状などの必要な診療情報は、迅速に、かつ、わかりやすく提

供するとともに、診療情報提供の制度や手続きについて一層の周知を図ります。 

 

○インフォームド・コンセントの徹底 

平成 28 年度に、インフォームド・コンセント（説明と同意）※）に関するガイドライン

の全部改正を行ったところであり、これを徹底することにより、患者の権利（①平等で良

質な医療を受けることができます。② 十分な説明のもとに、自らが医療を選択し、決定

することができます。③自らの医療に関し質問することや病院に対して意見を述べること

ができます。④個人のプライバシーが最大限に守られます。⑤患者の人格や価値観が尊重

されます。）を尊重します。 

 

○終末期医療の適切な対応 

国のガイドラインや院内の基本指針に基づき、医師などの医療従事者が終末期を迎えた

患者に適切な情報の提供と説明を行うとともに、患者と医療従事者とが十分に話し合いを

行い、患者本人による決定を基本としたうえで、最善の医療とケアを行う終末期医療※）

の適切な対応に努めます。 

 

○プライバシーの保護 

外来診療や入院診療など院内の様々な業務の運営に当たっては、富山県個人情報保護条

例を遵守し、患者のプライバシーが十分保護されるよう努めます。 

   

○個人情報の適正な管理 

医療情報システムの運用に当たっては、セキュリティ対策に万全を期するとともに、シ

ステムの運用管理規程の遵守を全職員に徹底するなど、患者の個人情報を適正に管理しま

す。 
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（２）富山県の基幹・中核病院として、高度・専門医療、政策医療の充実 

 

①高度先進的医療の充実 

○がん対策 

１ 厚生労働大臣の指定を受けている「県がん診療連携拠点病院」として、平成 22 年度に

北陸初の最新ＣＴ※）２台を導入しました。また、平成 28 年度には、先端医療棟に、    

診断精度の飛躍的な向上により、がんなどの早期発見・治療が期待できる最新鋭のＭＲＩ
49）やＣＴなどの検査機器を導入したところです。今後とも、高度検査機器を計画的に更

新していくとともに、専門医や検査技師の育成・確保に努めます。 

 

２ 平成 22 年度に運用開始した五大がん※）地域連携クリニカルパス※）のさらなる普及を

図っていくとともに、二次医療圏ごとに指定されている「地域がん診療連携拠点病院」へ

の情報提供や診療支援・連携、当該病院職員に対する研修を実施するなど、富山県におけ

るがん診療の中心的な役割・機能を果たしていきます。 

 

３ 放射線治療として２台のリニアック※）を使用し、がん患者の治療を行っています。平成

25 年度には、診断部門、核医学部門、治療部門で構成する放射線科からの治療部門を独立

させたところであり、さらに、平成 27、28 年度の２カ年で高性能リニアックに更新しま

した。今後とも設備機能の充実等により、質の高い放射線治療を推進します。 

 

４ これまでも北陸で最大規模であった通院治療室（外来化学療法室）は、既存棟の改修に

合わせ更なる拡充（22床から 40床(令和元年 6月現在 32床で運用)へ増床）を図り、通院

治療センターとしました。患者にできるだけ快適に治療を受けていただくとともに、毎年、

抗がん剤の新薬が開発されるなか、新薬の特性や副作用対策について院内で講習会を定期

的に開催するなど、最新かつ最善の化学療法をより安全に患者に提供していきます。 

 

５ 造血器悪性腫瘍に対して外来化学療法※）の拡充を図るとともに、無菌治療病床を整備し

再発・難治性造血器悪性腫瘍に対する化学療法を推進します。また、高齢者や難治性造血

器悪性腫瘍に対して、造血幹細胞移植やＨＬＡ（ヒト白血球抗原）※）一致ドナーが不在の

症例に対するＨＬＡ不一致造血幹細胞移植を推進します。 

 

６ 平成４年に自治体病院としては全国で初めて開設した緩和ケア※）病棟において、末期が

んなどの患者に対する精神面も含めた全人的ケア※）の充実に努めてきました。今後、緩和

ケアセンターを適切に運用し、緩和ケアチーム、相談支援センター及び緩和ケア外来等の

取組みにより、緩和ケア病棟だけでなく、一般病棟や外来における緩和ケアの充実を図る

とともに、研修会などの開催により、地域の関係機関との連携を積極的に進め、在宅緩和

ケアの普及・充実に努めます。 
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７ がんに関する不安や悩みなど様々なご相談に関し、患者やご家族を対象とした相談室を

設置するなど、精神的なサポートにも努めていきます。 

 

８ 平成 28 年度に、がん等の診断を最先端のＭＲＩ・ＣＴ等の高度検査機器による精密診

断で早期発見を行う「高度画像診断センター」、早期がんに対して内視鏡的粘膜
ねんまく

下層
かそう

剥離術
はくりじゅつ

（ＥＳＤ）など最新の内視鏡治療を行う「内視鏡センター」、通常時は集中的治療･

看護を行うスーパーＩＣＵ※）及びＥＣＵ※）を備え、また、大規模災害時や新型インフル

エンザ発生時は緊急対応病室として活用可能なメディカルシミュレーションセンターを

併設する「高度集中治療センター」、がん患者等に身体的負担の少ない 鏡
きょう

視
し

下
か

手術やロ

ボット手術など先進的な手術を行う「低侵襲
ていしんしゅう

手術センター」などを備える先端医療棟の

建設し運用を開始しています。 

 

９ 平成 31 年 4 月には、大学病院以外では北陸で初となる「がんゲノム医療連携病院」と

なりました。今後は、「がんゲノム医療中核拠点病院」である「国立がん研究センター中

央病院」と連携し、がん患者の遺伝情報を調べ、それぞれに適した治療薬を選定するなど、

さらなる効果的な治療に取り組んでいくこととしています。このため、近く、がんゲノム 

 医療や遺伝カウンセリングなどを行う遺伝診療外来（仮称）を開設する予定としています。 

 

○心疾患対策 

１ 循環器救急医療により迅速に対応するため、心臓血管連続撮影装置※）などを整備すると

ともに、虚血性心疾患・不整脈・弁膜症・先天性心疾患などに対するインターベンション

治療※）や冠動脈疾患に対する非人工心肺下バイパス術適応の拡大を図ります。また、胸部

下行大動脈瘤に対するステントグラフト※）内挿術治療をさらに弓部大動脈にまで拡大し

ます。 

 

２ 虚血性心疾患に対して幹細胞※）移植などの心筋再生術について検討します。また、大動

脈瘤疾患については、高齢者や合併症を有する患者が多くなっており、人工血管置換術手

術が困難な症例が増加していることから、今後とも、ステントグラフト※）内挿術治療の充

実を図ります。 

  

３ 虚血性心疾患や慢性心不全の患者の社会復帰と長期予後改善を目指し、心臓リハビリ

テーションの体制を整備し、一層の充実を図ります。また、虚血性心疾患の危険因子であ

る高血圧、糖尿病、高脂血症などの生活習慣病の患者に適切な指導・管理を行うため、各

種教室の拡充を図ります。 

 

○脳血管疾患対策 

１ 急性期脳血管疾患の患者に対して、開頭手術以外にステント留置やコイル塞栓術などの



- 27 - 
 

脳血管内手術の充実を図るとともに、脳内血腫や脳室内血腫の患者に対して神経内視鏡を

用いてより安全で確実な血腫除去を推進します。 

 

   ２ 脳卒中には血管が詰まる｢脳梗塞｣、脳内の細い血管が破れて出血する｢脳出血｣、脳動脈 

瘤が破れて脳底部に出血する｢クモ膜下出血｣がありますが、このうち、「脳梗塞」が最も 

多く、さらに増え続けています。脳卒中ホットライン※）を活用し、脳梗塞に対する効果的 

な治療法である血栓溶解療法（t-PA治療、ただし、発症 4.5 時間以内の処置が必要）を行 

い、それで効果がない場合は引き続き血栓回収療法も積極的に試みるようにしていきます。 

 

３ 脳卒中予防として、Q-SPECT（脳血流定量解析）で脳血流の予備能を測定して、内頚動

脈血栓内膜剥離術や脳血管吻合術の手術適応を決めるとともに、次世代のＭＲＩ※）に更新

したところであり、より詳細な脳卒中の病名診断や病態把握に努めます。 

 

○糖尿病対策 

１ Ⅰ型糖尿病※）、思春期糖尿病、糖尿病合併妊娠、妊娠糖尿病の方のための特殊外来「若

年糖尿病外来」を拡充します。 

特に、強化インスリン療法や必要時 CGMS（持続血糖モニタリングシステム）や CSII（持

続皮下インスリン注入療法＝インスリンポンプ療法）などを用い、正常な代謝状態が維持

され健やかな人生につながるようにサポートします。 

  また、平成 29 年度からは、内分泌・代謝外来を増設するとともに、在宅療養支援室を

併設することとし、生活習慣病予防等のきめ細かな指導等に努めてまいります。 

 

２ 増加の一途を辿るⅡ型糖尿病※）による合併症防止に向けて、「糖尿病教育入院」をはじ

めとした検査、治療、自己管理指導等の包括的で質の高い糖尿病チーム医療の拡充に努め

ます。 

 

３ 日本糖尿病療養指導士による「糖尿病対策チーム」を整備し、糖尿病を伴う患者がいか

なる疾病を併発し、またどちらの診療科に入院されても、安心した医療が受けられるよう

に、糖尿病専門医ならびに専門スタッフが良好な糖尿病管理を全面的にバックアップしま

す。 

 

４ 院内外における糖尿病専門スタッフの育成に努め、「地域ぐるみのチーム医療」を推進

することにより循環型医療連携を充実させ、「糖尿病だからこそ健康」の普及啓発に努め

ます。また、県が推進する「糖尿病発症並びに重症化予防対策事業」に関し、最新の医療

情報の提供や保健事業に関わる人材の育成に積極的に取り組みます。 

    

○新しい治療法への取組み 

１ 先進医療（健康保険の診療で認められている一般の医療の水準を超えた最新の先進技術 

として厚生労働大臣から承認された医療行為）については、当院は、これまで「超音波骨
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折治療法」、「内視鏡的大腸粘膜下層剥離術」、「実物大臓器立体モデルによる手術支援」、「多

焦点眼内レンズを用いた水晶体再建術」及び「コレステロール塞栓症に対する血液浄化療

法」を厚生労働大臣の承認を受け実施しています。 

なお、「超音波骨折治療法」､「内視鏡的大腸粘膜下層剥離術」､「実物大臓器立体モデ

ルによる手術支援」及び「腹腔鏡下広汎子宮全摘術」については､既に保険適用となって

います。今後も、患者の治療法の選択肢を広げる観点から、先進医療に積極的に取り組み

ます。 

 

２ カテーテル治療については、最先端の心臓血管連続撮影装置と心臓マッピング装置を用

いた不整脈のカテーテル治療「経皮的カテーテル心筋焼灼術」の発展・充実を図ります。

また、従来から行っている「経皮的冠動脈形成術」の技術向上に努めるとともに、先進医

療である「エキシマレーザー冠動脈形成術」の導入に向け検討を行います。さらに、高度

医療である「経カテーテル大動脈弁置換術（ＴＡＶＩ）※）」などの先端技術を導入するた

め、先端医療棟の「低侵襲
ていしんしゅう

手術センター」に手術台と心臓・脳血管撮影装置を組み合わ

せた手術装置、いわゆるハイブリッド手術室※）を設置しました。 

 

３ 内視鏡治療については、食道・胃・十二指腸・大腸の早期がんに対する内視鏡的粘膜下

層剥離術（ESD）や根治切除不能の悪性胆道狭窄・消化管狭窄に対する内視鏡的ステント

留置術、胆管結石に対する内視鏡的結石除去術などに積極的に取り組んでおり、全体とし

て日本海側随一の症例数となっています。今後、全消化管及び肝胆膵領域において、ハイ

ビジョン拡大内視鏡やバルーン内視鏡、超音波内視鏡などを用いた難度の高い治療手技に

ついてさらに充実を図るとともに、新たな内視鏡治療の展開にも迅速に対応していきます。 

 

４ 放射線治療については、がん治療の三大治療（手術療法、化学療法、放射線療法）の一

つとして、治療機器の急激な進歩とともに、ＱＯＬ※）（Ｑuality Ｏf Ｌife）を下げない治

療法として期待されています。当院では、強度変調放射線治療（ＩＭＲＴ）や体幹部定位

放射線治療などの高精度治療に取り組んでおり、今後、最先端の治療機器を計画的に導入

していくなど、がん治療の一層の高度専門化に努めます。 

 

５ 化学療法については、注射や内服によってがんが増えるのを抑えたり、がんを破壊した

りし全身病を治すがん治療法です。化学療法を受ける患者数は従来から増加傾向にあり、

現在は安定して相当数の患者が治療を受けています（外来化学療法※）件数：平成 24年度 

7,098 件→平成 25年度 7,248件→平成 26年度 7,418 件→平成 27年度 8,093 件→平成 28 

年度 8,611件→平成 29年度 9,792件→平成 30年度 9,975 件）。 
当院では、各がん種において治療指針に沿った標準治療を高いレベルの副作用対策やレ

ジメン 72）管理、調剤・投薬管理を行うとともに、患者が標準治療のみならず最新の化学療

法を選択肢に入れられるよう取り組んでいます。今後とも、患者数の増加に伴い通院治療

センター（外来化学療法室）の充実を図るとともに、院内外の医療従事者向けの研修会を



- 29 - 
 

開催するなど県内全体の化学療法のレベルアップを図ります。 

 

６ 鏡視下手術※）については、これまで消化器外科、呼吸器外科、産婦人科、泌尿器科など

の領域で導入され、低侵襲手術（手術に伴う痛み、発熱、出血などを少なくする手術）と

して定着しています。最近では、胃切除や大腸切除も鏡視下手術が多くなっています。今

後さらに、先進的分野である肝切除や膵切除においても低侵襲化を目指して鏡視下手術を

進めていきます。 

 

７ 一部の大学病院などで、前立腺がん手術や心臓手術などにロボット手術※）を導入され始

めており、平成 24 年４月から、遠隔操作で内視鏡手術を支援する手術ロボットが前立腺

がん手術で保険適用になりました。当院では、先端医療棟の「低侵襲
ていしんしゅう

手術センター」に

ロボット手術装置を導入し、平成 29年１月から運用を開始しており、さらに、平成 30年

4 月からは、ロボット手術の保険適用の対象となる手術が拡大されたことから同年 8 月か

ら実施施術（胃がん、子宮体がん、直腸がん）を順次拡大して運用しています。 

 

８ また、「 低侵襲
ていしんしゅう

手術センター」にハイブリッド手術装置※）を設置したところですが、

これにより、患者移動のないワンストップ治療が可能となり、合併症など緊急時対応が容

易になることで治療の安全性が向上しており、平成 30 年 8 月から、経カテーテル大動脈

弁置換術（ＴＡＶＩ）※）など難易度の高い手術を行っています。 

 

○その他 

１ 北陸トップの腎臓移植施設として、ＡＢＯ血液型不適合腎移植や夫婦間腎移植、糖尿病

などの合併症を有する方の腎移植をより安全に実施するため、臓器移植態勢を整備するな

ど、腎移植のより一層の充実を図ります。 

 

２ 院内でレシピエントコーディネーター※）を育成し、術前・術後から退院後も一貫した患

者サポートを目指すとともに、脳死下臓器提供に向けて院内マニュアルを見直すなど、院

内の体制の充実を図ります。 

 

３ 不妊専門医や胚培養士の養成に努めるとともに、母子医療センター内に平成 24 年５月

に整備された手術室で、体外受精や顕微授精を行うなど、高度生殖医療の充実を図ります。 

 

４ 臨床検査、病理検査の質の確保のため、新たに第三者評価（ISO15189）の取得を目指し

ます。 

 

②急性期医療の充実 

○救急診療のレベルアップと救命率の向上 

多発外傷などに対する救急診療のレベルアップのため、全身管理の担当科と専門分野の
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担当科が協力して診療を行うなど、救命率の向上に努めます。また、平成 17年度から救急

車同乗実習（救急隊が当院の救命救急センターに滞在するワークステーション形式で、週

１回、救急救命士とともに救急専任医が現場へ出動）を行っていますが、今後とも、救急

救命士との実習の充実を図ります。 

 

○第三次救急医療機関としての救急医療体制の強化 

年間１万人を超える患者が利用する救命救急センターには、交通事故などにより、事故

現場等からの救急車搬送、また、第一次、第二次救急医療機関からの緊急転送などによる

多種多様な症状の患者に対して、迅速かつ適切な救急診療が必要となります。そのため、

今後さらに、こうした患者のトリア―ジ※）や初期診療などを担う救急専任医や救急看護認

定看護師の育成・確保を図るとともに、迅速かつ適切な専門領域の診療を行うため、オン

コール体制や看護体制の充実強化に努めるなど、救急医療体制の強化を図ります。また、

富山県医療計画に定める救急医療体制に基づき、第一次、第二次、第三次救急医療機関が

それぞれの機能を十分に発揮できるよう、医師会などの関係機関との連携を深めていきま

す。 

また、第三次救急医療機関として、特に重症・重篤な救急患者に対して、ＥＣＵに加え、

高エネルギー外傷等にも適切に対応できるよう、先端医療棟にスーパーＩＣＵを整備した

ところであり、今後ともその機能を十分に発揮できるよう取り組んでいきます。 

 

○救急蘇生技術の普及と実践 

平成 20年度から実施している病院エマルゴ※）については定期的に開催し、災害時医療の

向上に努めるとともに、救急蘇生の各種コース（BLS※）、ACLS※）、PALS※）、JPTEC※）、ITLS※））

の研修会についても積極的に開催し、医療従事者への救急蘇生技術の普及と実践に努めま

す。 

  

○周産期・小児救急医療の充実 

母体・胎児集中治療室（ＭＦＩＣＵ）※）については、平成 23 年３月に 12 床を整備、ま

た、新生児特定集中治療室（ＮＩＣＵ）※）については、平成 20年７月に 18 床から 23 床に

増床、平成 23 年 11 月に 23 床から 29 床に増床するなど、周産期・小児救急医療体制の充

実を図りました。さらに、平成 24年４月から新たに小児外科診療を開始し、今後、県内に

おける周産期・小児医療の中核として、関係医療機関との連携強化に努め、周産期・小児

救急医療のより一層の充実に努めます。 

    

○精神科救急医療の充実 

平成 23年３月に完成した新東病棟において、高度な精神科救急・急性期医療を進めると

ともに、単科精神科病院では対応が困難な身体合併症患者に対応できるよう機能強化を図

りました。今後、救急医療と身体合併症対応の重点化をさらに推進し、富山県の精神科救

急医療体制における基幹病院としての機能を高めていきます。 
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③拠点病院としての機能強化 

  ○県がん診療連携拠点病院  

当院は、平成 18年に「県がん診療連携拠点病院※）」に指定され、県内７つの地域がん診

療連携拠点病院や２つの県指定がん診療地域連携拠点病院などと連携して「富山型がん診

療連携体制」を構築し、がんの診療、研修、教育、研究、情報発信の役割を担っています。

特に、がんの診療については、手術はもとより、早期がんに対する内視鏡的治療に積極的

に取り組んでいるとともに、平成 20年度から外来化学療法※）のための通院治療室（外来

化学療法室）を開設し、また、平成 21年度から最新の放射線治療装置（リニアック 16））

を２台稼働させました。さらに、平成 27、28年度の２カ年で順次高性能リニアックへ更

新するとともに、がん等の精密診断を行う最先端のＭＲＩ・ＣＴ等の高度検査機器を先端

医療棟の「高度画像診断センター」に整備しました。このほか、緩和ケア※）病床 25床有

しており、平成 27年度に緩和ケアセンター※）を整備しました。今後は、各診療部門が横

断的に症例を検討し、患者に最適な治療を提供する集学的治療※）をより一層推進するとと

もに、富山県のがん対策に基づき、地域がん診療連携拠点病院など関係機関との連携強化

を図ります。 

 

  ○救命救急センター、基幹災害拠点病院 

当院は、富山県の第三次救急医療機関として、24時間 365日体制で脳卒中、急性心筋梗

塞、重症外傷などの救急患者や複数診療科にわたる重篤な救急患者に高度な治療を行う

「救命救急センター」を運営しています。 
このほか、当院は、大規模災害時に多発する多発外傷などの重篤救急患者の救命医療を

行う「基幹災害拠点病院」に指定されており、また、富山県地域防災計画（原子力災害編）

において二次被ばく医療機関に指定されています。 

当院はこれらの役割をすべて担っている県内唯一の医療機関です。救命救急センターに

は年間１万人を超える患者が利用しており、こうした救急患者に対して十分に対応できる

よう、平成 23年度に拡充整備を行い、救命救急センター機能の充実を図りました。今後

は、救急医療体制の充実や救命率のさらなる向上を図るとともに、富山県の救急医療対策

に基づき、第一次及び第二次救急医療機関などとの連携強化を図ります。 

また、平成 27年８月から、当院を基地病院とした富山県ドクターヘリの運航を開始し

ており、引き続き救急患者の救命等に努めていきます。 

 

○総合周産期母子医療センター 

当院の母子医療センターは、平成８年に全国に先駆けて総合周産期母子医療センターの  

認定を受け、母体・胎児集中治療室（ＭＦＩＣＵ）※）、新生児特定集中治療室（ＮＩＣＵ）
※）、産科病棟及び新生児病棟を整備しています。平成 23年３月に完成した新東病棟（現中

央病棟Ｂ）に産科部門を移転拡充し、また、11月にはＮＩＣＵを増床し、さらに小児科病

棟の改修や母子医療センター内で手術室の整備を実施しました。 
今後とも、母体・胎児のリスクが高い妊娠に対する医療や低出生体重児に対する医療な

どを適切に提供できる体制を充実強化していくとともに、富山県の周産期医療※）や小児医
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療対策に基づき、地域周産期母子医療センターや小児専門医療機関などとの連携強化を図

ります。 

 

  ○地域医療支援病院 

当院は、平成 21年に地域医療支援病院※）に承認され、病病連携※）や病診連携※）により、

病院完結型医療ではなく、地域の医療機関がそれぞれの立場で連携し、患者を支える地域

完結型医療を推進しています。具体的には、患者紹介率※）・逆紹介率※）の向上や開放型病

床の運用、高度医療機器の共同利用、地域の医療機関が参加する研修会・検討会の実施な

どに取り組んでいます。今後、少子高齢化の進行、疾病構造の変化、県民ニーズの多様化

など、医療を取り巻く環境が急速に変化するなかで、限られた医療資源を有効に活用し、

質の高い医療を効率的に提供していくため、これまで以上に、県内の医療機関などとの機

能分担・連携を進めていきます。 

 

  ○肝疾患診療連携拠点病院 

Ｂ型・Ｃ型ウイルス性肝炎は国内最大級の慢性感染症ですが、自覚症状が現れにくいた

め、肝硬変・肝がんなどの重い病気に進行してしまうことが多い病気です。このため、当

院は、平成 20 年に「肝疾患診療連携拠点病院」に指定され、専門医療機関やかかりつけ

医との連携による肝炎診療ネットワークの中心的な役割を担っています。また、肝硬変・

肝がんの進行を予防するため、インターフェロン治療などの抗ウイルス療法を実施してい

ます。今後、国や県などが実施する肝炎対策事業に基づき、県内の専門医療機関などとの

連携をより一層強化し、肝炎を早期に発見し適切な治療を推進していきます。 

 

○その他 

当院は、このほか「エイズ治療拠点病院」や「臨床研修病院」などに指定されており、 

平成 31年 4月には、新たに「難病診療連携病院」「アレルギー疾患医療拠点病院」の指定 

を受けるなど、県民への高度・専門医療の提供と県内の医療水準の向上を図る三次医療を 

行う病院として、また、県の基幹・中核病院として、一般医療のほか、高度・先進的医療、 

救急医療、災害医療、周産期医療などの政策医療を担っています。今後とも、県がん診療 

連携拠点病院、救命救急センター、総合周産期母子医療センターなどの拠点病院としての 

機能強化を図り、県内の医療機関をリードする役割を果たしていきます。 

 

④危機管理体制の強化 

○災害時の医療体制の整備 

平成 23年３月に東日本大震災が発生した直後、当院の災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ※））

を被災地に速やかに派遣し災害急性期の医療活動を行い、また、その後、当院の医療救護

班を派遣し避難所などで巡回診療を行いました。さらに、平成 28 年４月には熊本地震が

発生した際には、本県からの災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）に参加し医療活動を展

開しました。今後は、これらの医療救護活動の経験を活かし、災害対策マニュアルの定期

的な見直しやＤＭＡＴ・ＤＰＡＴの拡充、医師会などの関係機関との連携強化などに取り
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組みます。 

現在、大規模災害等の発生時は緊急対応病室として活用する「高度集中治療センター」

などを備える先端医療棟を建設し運用を開始しています。   

 

○災害時に備えた災害対策訓練の計画的な実施 

当院の「災害対策マニュアル」に基づき、災害対策本部の設置や被災地からの搬送患者

の対応、トリアージの実施などを行う災害対策訓練を定期的に実施します。また、消防機

関など関係機関と合同で訓練を行い、関係機関との連携強化を図ります。 

さらに、災害時においても病院機能を維持したうえで被災患者を含めたすべての患者の

診療が可能となるよう、病院機能の損失を出来るだけ少なくし、機能の立ち上げ、回復を

早急に行い、継続的に被災患者の診療にあたれるような事業継続計画（ＢＣＰ）を策定し、

災害時に備えます。 

 

○災害時医療提供のための備蓄品、ライフラインの確保 

 災害時でも患者に医療を提供できる体制を確保するため、当院の「災害対策マニュアル」

に基づき、災害時に必要な医薬品、診療材料、飲料水、食料などの備蓄を進めます。また、

災害発生後、病院運営を継続していくため、電気、水道などのライフラインが一時的に寸

断されたとしても、自家発電機や受水槽などの代替機能を確保しておくとともに、ライフ

ラインが早期に供給されるよう、あらかじめ、関係各社及び関係機関と連絡体制を強化し

ます。 

 

○感染症管理体制の強化 

感染症対策では、国や富山県感染症情報センターなどからの情報収集に努めるとともに、

新たな感染症の発生に備え、医療機関や保健所、医師会、消防機関などの関係機関との連

携を強化します。また、当院の通院・入院患者に生じる感染症や術前・術後の感染症など

に迅速かつ的確に対応するため、院内感染管理委員会や院内感染対策チーム（ＩＣＴ）※）、

感染症に対する専門チーム（ＳＩＴ）の活動を通じて感染症管理体制を強化します。 

なお、新型インフルエンザ対策については、国、県の行動計画や院内の事業継続計画に

基づき、可能な限り医療の提供を継続し、基幹・中核病院としての役割を果たします。 

また、当院は平成 26年４月に、感染症病床２床を整備し、第一種感染症指定医療機関

に指定されています。さらに、平成 28年度には、感染対策室を設置し、院内感染対策に

も積極的に取り組んでいます。 

 

⑤病院機能・診療体制の充実強化 

○外来患者数の適正化 

急性期病院として県民に必要な医療を提供するため、地域の医療機関との連携をより一

層推進し、患者紹介率※）（平成 30年度 82.5％）や逆紹介率※）（平成 30年度 77.2％）をさ

らに高めることで、外来患者数の適正化を図ります。 
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○手術の高度化、手術件数の増加への対応 

手術の高度化や手術件数の増加（平成 24年度 7,190 件→平成 25年度 7,376 件→平成 

26 年度 7,393件→平成 27年度 7,614 件→平成 28年度 7,235 件→平成 29年度 7,828件 

→平成 30年度 7,661件）に対応するため、午前手術数の拡大や麻酔科医、看護師など医 

療スタッフの確保、手術台や医療機器の更新などに努めるとともに、産科手術を母子医療 

センター内の手術室に移行しました。 

また、手術手技や手術機器の急速な進歩による手術の高度・複雑化に十分に対応できる

よう、先端医療棟にハイブリッド手術やロボット手術など先進的な手術を行う「低侵襲
ていしんしゅう

手

術センター」を整備するとともに、既存の手術室の改修等も実施しました。 

 

○ハイケアユニットによる術後管理体制の整備 

当院は、中央診療棟にある手術室で年間７千件を超える手術を行っていますが、手術後、

容態が安定するまで引き続き集中的な治療や看護が必要となる患者に対して、ＩＣＵ（集

中治療室）と一般病棟の中間に位置する病床、ハイケアユニット（ＨＣＵ：高度治療室）
※）を整備する病院が増えています。このようなことから、当院においても術後管理体制

の整備充実やＥＣＵと一般病棟の効率的な運用を図るため、ＨＣＵを整備し、平成 26 年

度から運用しています。 

 

○スーパーＩＣＵの導入 

先端医療棟の「高度集中治療センター」内にＥＣＵを移設し、これに併設して、多発外

傷や高エネルギー外傷など重篤な症状の患者に対応するためのスーパーＩＣＵ※）を導入

しました。令和元年６月より病床数を 2床増床（8床運用）して対応しています。 

 

○チーム医療の推進 

 当院は、患者の状況に的確に対応した医療を提供するため、診療科内及び診療科間の医

療スタッフが互いに連携するチーム医療を推進しています。また、患者のケアの質の向上

を図るため、院内に多職種の医療スタッフで構成する「栄養サポートチーム」や「褥瘡対

策チーム」、「院内感染対策チーム」、「緩和ケアチーム」などを設置しています。 

今後、こうしたチームワークをさらに向上させ、多種多様な医療スタッフがそれぞれの

専門性を活かしながら互いに連携・補完し合うチーム医療を推進します。 

 

○急性期リハビリテーションの充実及び地域連携クリニカルパスの推進 

当院では、急性期治療を要する高齢患者が年々増加するなか、寝たきりの防止や後遺症

を軽減するために、手術直後などにおいて急性期リハビリテーションを迅速かつ効率的に

行うことが求められています。 

今後は、言語療法士（ＳＴ）※）などリハビリ専門職員の育成・確保に努めるとともに、

急性期リハビリテーション体制の強化を図り、土日や祝日におけるリハビリテーションの

向上に努めます。また、地域連携クリニカルパス※）の推進と定着により、亜急性期及び回
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復期リハビリテーション専門医療機関との連携を図り、患者が早期に社会復帰できる体制

を整備します。 

   

○診療体制の重点化、病床数の適正化 

医師や看護師の確保が年々困難となるなか、医療スタッフや高度医療機器などの医療資

源が有効に活用されるよう、富山県地域医療構想を踏まえ、医療機関相互の機能分担を推

進しながら、診療体制の重点化や病床数の適正化について検討します。 

 

  ○服薬指導の推進 

薬剤師による入院患者への服薬指導のさらなる推進と充実を図り、医薬品の適正使用の

推進に努めるとともに、服薬アドヒアランス※）の向上や副作用の未然防止、早期発見など

を通じ、良質で安全な医療を提供します。 

 

⑥治験の推進等 

  ○治験実施体制の充実強化 

治験の円滑な運営に必要な院内治験コーディネーター※）を引き続き確保し、治験実施体

制の充実強化に取り組むとともに、治験の実施率の向上に努め、治験の推進を図ります。 

   

○国などが支援する臨床研究への積極的な参加 

国や県などの支援のもと研究機関などが実施する臨床研究や疫学研究へ積極的に参加

し、診療のレベルアップに貢献します。 
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（３）地域連携の推進と県内医療水準の向上 

 

①地域連携体制の充実 

  ○地域医療支援病院として地域医療機関等との連携強化 

質の高い医療を効果的に提供するためには、病院、診療所、福祉施設などが適切な機能

分担のもと、相互に密接な連携を図ることが大切です。そのため、高度・専門医療、政策

医療を担う当院は、地域医療支援病院※）として、身近な診療所などのかかりつけ医や地域

の中核的な病院などとの連携強化や機能分担に積極的に取り組みます。 

ＩＣＴを活用した地域医療連携については、平成 26年９月から富山市医師会と医療連携

ネットワークシステムを利用して、地域の診療所（かかりつけ医）が当院の医療情報を参

照できる病診連携の運用を開始しました。 

また、平成 28年１月～３月には、総務省が実施する「医療・介護・健康分野における総

合的データ連携」に関する調査事業の一環として、当院と黒部市民病院の間で病病連携の

取り組みをモデル的に実施しました。 

当院では、今後も地域の中核的な病院との病病連携や、診療所（かかりつけ医）との病

診連携等、ＩＣＴを活用した地域医療連携を積極的に推進します。 

   

○地域連携室の強化 

当院は、急性期病院として、入院初期の医療密度の高い治療に特化するため、入院期間

の適正化や地域連携の推進などにより、在院日数が年々縮まりつつあり､それに伴い､退院

支援を行う地域連携室の相談件数が年々増加(平成 25年度 1,334件､平成 26年度 1,512件、

平成 27年度 1,632件、平成 28年度 1,737 件､平成 29年度 1,975 件､平成 30年度 2,026 件）

しています。 

そのため、患者の退院支援が重要になってきており、今後、地域連携室の人員体制の強化

に努めます。また、退院前合同カンファレンス（退院後、在宅療養生活に向けて、①患者・

ご家族、②紹介先医師、ケアマネジャー、訪問看護師など、③院内職員で、情報を共有し

課題と解決策を検討する場）や退院前訪問などを行い、患者サービスをより一層充実しま

す。 

また、平成 29 年４月に開設した入退院支援センターの機能を最大限に発揮し、入院時

のベッドコントロールや退院支援を推進します。 

 

②医療機関相互の機能分担化 

○亜急性期型・回復期型病院等との連携強化 

高齢者人口の急増により高齢者医療の増大が予想されるなか、亜急性期及び回復期リハ

ビリテーション専門病院やかかりつけ医などとの医療連携の強化により、かかりつけ医な

どからの紹介による急性期の患者の受け入れや急性期を脱した患者の他医療機関への逆

紹介をより一層推進します。 

また、こうした連携医療機関との患者の受け入れなどの調整業務や当院からの診療情報

の提供などに関し、インターネットを活用したオンライン化について検討するなど、地域

の連携医療機関とより強固な信頼関係を構築します。     
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○地域連携クリニカルパスの推進による地域完結型医療の確立 

地域連携クリニカルパス対象疾病の拡大や５大がん地域連携クリニカルパス※）登録医

師数の増加を図り、地域の医療機関と一体となって効果的で質の高い「地域完結型医療」

の確立に努めます。 

 

③医療支援機能の充実 

○県内医療機関等への支援機能の充実 

当院では、開放型病床※）を 10 床設置（令和元年 6 月現在）しており、引き続き、地域

医療連携医（当院の開放型病床の診療を行うため、登録された地域の医療機関の医師）と

当院の医師が相互協力して医療技術の向上を図るとともに、ＭＲＩ※）、ＣＴ※）、ＲＩ※）、

超音波、放射線医療等の高度医療機器による検査・診断の受託や施設利用を積極的に推進

するなど、県内全域の医療機関に対する支援機能を一層充実します。 

 

○県内医療水準の向上、在宅医療・地域連携の推進 

県内医療機関等との合同症例検討会、研究会、研修会の開催や各種診療情報等の積極的

な提供などを通じ、県内医療水準のより一層の向上を図るとともに、在宅医療を支える診

療所などとの連携強化に努めます。また、県がん診療連携拠点病院である当院は、地域の

医療機関の医療従事者が参加できる「キャンサーボード※）」を定期的に開催するなど、地

域連携のさらなる充実を図ります。 

 

○地域包括ケアシステム構築への貢献 

地域連携室及び入退院支援センターの機能強化を図り、地域包括支援センターや地域の

介護・福祉施設への患者情報の提供や退院時のカンファレンスの取組み等を推進すること

により、地域包括ケアシステムの構築に向けて医療から介護・福祉への切れ目ないサービ

スを提供できる体制の整備に貢献します。 

また、在宅患者の急変時等には二次救急及び三次救急を担う病院として受け入れを行い

ます。  
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（４）次代の医療を担う人材育成の推進と教育・研修機能の充実  

 

①優れた医療人材の育成 

○専門医、指導医、認定看護師、コメディカル職員等の資格取得の促進 

質の高い医療を提供するために優れた人材の確保・定着が不可欠であり、医師について

は、高度・専門医療を担う「専門医」や若手医師を指導する「指導医」、また、看護師に

ついては、専門分野でより水準の高い看護を行う「認定看護師」、コメディカル※）職員に

ついては、高度・専門業務に必要な資格の取得を推進し、医療従事者の知識・技術のさら

なる向上に取り組みます。 

また、専門医を養成する新しい制度（新専門医制度）が平成 30 年度から実施されたと

ころであり、当院においても信頼される専門医の育成に向け適切に取り組んでいきます。 

 

○国内外の優れた医療機関への職員の派遣研修 

高度な医療技術を習得するため、高度先進的医療を行っている病院へ職員の短期間の派

遣研修を行っています。平成 26 年度は、臨床研修医を対象としたピッツバーグメディカ

ルセンターへの短期海外派遣研修を実施しました。その後も、平成 27年度、ハワイクイー

ンズメディカルセンター、平成 28 年度、沖縄離島、平成 29 年度、バンコクパタヤ病院、

平成 30年度、ピッツバーグ メディカルセンター、沖縄離島での研修を実施しました。  

今後、医療のめざましい進歩や疾病構造の変化へ迅速に対応していくため、国内外の優

れた医療機関への派遣研修制度の充実について検討します。 

 

○医療従事者の専門性向上や人材育成・確保 

当院は、臨床研修病院や各学会の専門医研修施設など 96 の研修施設等の指定・認定を

受けています(平成 30 年８月現在)。今後、臨床研修医や若手医療従事者に対して高い専

門性と総合診療能力を兼ね備えた人材を育成する研修機能を充実強化し、優れた人材の育

成・確保に努めます。 

   

○県内医療従事者の研修参加の促進 

  県の基幹・中核病院、また、地域医療支援病院※）として、県内の医療従事者を育成し、

県内医療水準のより一層の向上を目指していくため、当院で実施する研修会や講習会、症

例検討会などを充実強化し、県内医療従事者の参加を促進します。 

 

○安定した地域医療水準の確保 

当院をはじめ県内病院などにおいて医師や看護師の確保が困難となっている近年の状

況からして、安定した地域医療水準を確保していくためには、例えば、将来、医療人材の

育成・研修・派遣センター的な機能などが必要になると考えられます。そうした状況のな

かで、当院の役割・機能が十分発揮できるよう、行政機関と協議をしながら調査・検討を

行います。 
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  ○看護研修体制の充実 

少子高齢化の進行や医療技術などの進歩などにより、医療現場の安全・安心を支え、患

者ニーズに見合ったきめ細かな看護を行うことがますます重要となっています。今後、新

人看護師研修や看護職員の段階別研修（クリニカルラダ―※））、専門知識向上研修など、看

護研修の体系的な研修体制をより充実させるとともに、認定看護師の認定に向けた派遣研

修を計画的に実施し、各種の認定看護師の育成・確保を図ります。 

 

   ○特定行為を行える看護師の養成 

     2025年に向け､さらなる在宅医療等の推進を図っていくため特定行為を実施できる看護 

師を計画的に養成していくために、平成 31年 2月に、特定行為研修指定研修機関の指定 

を受けたところであり、特定行為を行える看護師の養成に努めていきます。 

 

②臨床研修病院としての機能強化 

○臨床研修医の確保・育成  

  当院は、臨床研修病院として、県内の医師確保の観点から、初期・後期臨床研修医※）の

確保・育成は極めて重要であり、研修指導医の養成や研修プログラムの充実、また、医師

住宅の改築（平成 24 年３月完成）等による研修環境の改善などに努めています。今後さ

らに、研修専任医師などの配置による研修体制の充実強化や臨床研修医の要望に応じた研

修環境の整備などに努めます。 

     また、平成 29 年３月には、北陸３県の自治体病院では初となる「ＮＰＯ法人卒後臨床

研修評価機構（ＪＣＥＰ）」による認定を受け、全国で模範となる優れた臨床研修病院と

認められたところであり、平成 31 年 3 月には１回目の更新認定を受けており、引き続き

優秀な初期臨床研修医の確保等に努めていきます。 
 

○臨床研修医の研修満足度調査、臨床研修に関するホームページの充実 

臨床研修医の研修満足度調査や研修システム評価を定期的に行い、研修内容や研修環境

を充実させるとともに、当院の臨床研修に関するホームページを適時適切に更新し、当院

の魅力や最新情報を積極的に発信していきます。 
 

○受入れ学生実習の充実 

次代の医療を担う医学生や看護学生、薬学生などの病院実習の積極的な受け入れを行う

とともに、それらの学生より、当院での実習の満足度調査を行い、実習内容や実習環境の

充実を図り、優れた人材の育成に努めます。 

 

○研修部の充実強化 

質の高い医療を提供するためには職員の一層の資質向上を図る必要があり、今後、研修

指導担当医師や各職種の職員などの研修部への配置や院内研修・院外派遣研修の体系化に

ついて検討するなど、研修部の充実強化に努めます。また、院内で開催する研修会につい

ては、院内職員のみならず県内の医療機関に周知し、県内医療従事者の参加を促進します。 
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     さらに、先端医療棟にメディカルシミュレーションセンターを整備し、平成 29 年１月

から本格運用を開始しているところであり、今後とも研修環境の改善等に努めていきます。 

 

  ○図書機能の充実強化 

診療のレベルアップに役立てるため、診療に関する情報を提供する団体などとのオンラ

イン契約を拡充し、最新の診療情報を的確に把握するとともに、文献検索用パソコンを配

備し、電子媒体による情報検索や院内共有化を図るなど、図書機能の充実強化に努めます。 
  

③勤務環境の改善 

○勤務環境の充実 

当院は、医師、看護師、各専門分野のコメディカル※）など約千人の職員を配置していま

す。この限られた人員体制のなかで、職員が個々の能力を十分に発揮できるよう、医療環

境の変化に応じて、勤務体制や業務分担の見直し、常勤臨時医師等の処遇改善などについ

て適宜検討を行い、職員の意欲の維持・向上に努めます。また、医師や看護師の長時間労

働を解消するため、医療クラーク※）や看護補助者※）を適切に配置するなど、勤務環境の充

実に努めます。 

 

  ○看護師の勤務体制の検討 

健康・安全・生活リスクを考慮した２交代制勤務の一部導入や短時間勤務制度の活用な

ど、職場の実情に応じた勤務時間の柔軟な設定について検討していきます。 

 

  ○ワークライフバランスの推進 

医療の高度化・複雑化に伴い、年々業務量が増大しているなか、職員が疲弊せずに良質

で安全な医療を提供できる態勢が不可欠です。そのため、医療クラーク※）や看護補助者※）

の配置などにより、職員の負担を軽減するとともに、育児・介護などを行う職員やリフレッ

シュ休暇を取得する職員に対しては、院内でサポートする体制を整備するなど、ワークラ

イフバランス※）を推進します。 

     

  ○子育て支援の取組みの充実 

全国的に医療現場における女性の進出が進むなか、出産や育児といった様々なライフス

テージに対応して、女性医師や女性看護師などの職員が安心して従事できる環境づくりが

重要になっています。そのため、当院では、妊娠した女性職員の勤務環境に配慮するとと

もに、病児・病後児保育の実施などにより、子育て世代の職員を支援し、女性医師や女性

看護師などの継続的就労の支援に努めます。 

 

  ○医師の働き方改革への対応 

    2019年（平成 31年）4月から働き方改革関連法案が施行され、医師への適用は 2024年 

（令和６年）４月からの適用となっており、この５年間で計画的に労働時間の短縮に取り 

組んでいくことが求められている。医師の働き方改革を着実に進めていくため、上記の勤 
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務環境改善に加え、医療従事者の合意形成のもとでのタスクシフティング（業務の移管） 

やタスクシェアリング（業務の共同化）を推進します。また、国から医師の研鑽に係る労 

働時間に関する考え方が示されたところであり、医師の労働時間管理を適切に行うよう努 

めるとともに、管理職や医師はもとより医療従事者全体の意識改革を進め、医師の労働時 

間の短縮に取り組んでいきます。 

 

  ○医師、看護師宿舎の整備、院内保育所の整備 

夜間における入院患者の急変や救急医療の迅速な対応、また、若手医師や若手看護師の

生活環境を支援するため、病院敷地内外に医師宿舎や看護師宿舎を配置しています。医師

宿舎については、民間資金を活用して改築し、平成 24 年４月から新しい医師住宅として

運営するとともに、病児・病後児保育も対応できる院内保育所を併せて整備しました。ま

た、老朽化していた看護師宿舎については取り壊し、敷地外の職員駐車場に新たな看護師

宿舎を建設したところであり、平成 26年度より供用しています。 

 

④国内・国際交流の推進 

○国内外の医療機関との交流の推進 

職員のさらなる資質向上のため、国内外の先進的な医療機関に派遣研修を行うとともに、

県内の医療機関をはじめ様々な医療機関から当院での臨床研修の希望があれば積極的に

受け入れるなど、国内外の医療機関との交流を推進します。 

 

○海外技術研修員の受入れ、青年海外協力隊等への派遣支援 

中国遼寧省人民医院との「医学友好交流に関する協定」に基づき、人民医院から引き続

き研修員を受け入れるとともに、県の国際協力事業と連携し、海外技術研修員（医療従事

者）の受け入れ、研修などを行います。 

 

（５）県民参画による病院運営と健全な経営基盤の確立 

 

①県民参画による病院運営 

  ○ボランティアの参加の促進 

当院の「さわやかボランティア※）」に 57名（令和元年 6月現在）が登録されています。

そのボランティアの方々は、初めて来院する患者の案内や車椅子利用患者の援助、エレ

ベーター・エスカレーターの乗降介助、緩和ケア患者の援助など、様々なボランティア活

動を行っていただいており、病院運営にとって欠かせない大切な存在となっています。今

後、院内にボランティア活動推進委員会を設置するなどして、院外のボランティア関係団

体と連携しながら、患者のためのボランティアのあり方の検討やボランティアの参加の促

進に努めます。 

 

  ○広報活動の推進 

「地域連携室だより」（月１回発行）などの広報誌の発行や当院のホームページなどを
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通じて、各診療科・各部門の診療概要や特徴、最近の取り組みなどをできる限りわかりや

すい言葉で紹介し、多くの県民の方々が当院の運営を理解していただけるよう広報活動を

推進しています。 平成 28年度には、ホームページのリニューアルを実施したところであ

り、平成 29年１月からは主な手術等の待ち時間についても発信しています。 今後とも広

報誌やホームページのさらなる充実を図るとともに、県の広報媒体を活用するなど積極的

な広報活動を推進し、より一層、県民に開かれた病院となるよう努めます。 

 

  ○県民からのご意見・ご要望等に基づく病院運営 

当院へのご意見・ご要望などを広く収集するため、病院内各所に「ご意見箱」や当院の

ホームページを活用した「電子メールご意見箱」を設置するなど、患者サービスの向上や

病院運営の改善に役立てています。今後、当院が県民から直接受けるご意見・ご要望はも

とより、県が実施する「県政世論調査」や「県民の医療に対する意識調査」などにより、

県民の医療ニーズを的確に捉え、それらのニーズに応じた良質で安全な医療を提供し、患

者がより一層満足できる病院運営を目指します。 

 

○県民参画による当院の運営実績の評価・検証等の実施 

  県民参画による病院運営を推進するため、各界の方々の参加を得て、当院の毎年度にお

ける運営実績の評価・検証などを行います。 

 

②経営管理体制の強化 

  ○病院機能評価の継続受審 

当院は、県民に安全で安心できる良質な医療を提供するため、医療機関の機能を中立的

な立場で評価する第三者機関（（公財）日本医療機能評価機構）より、平成 15年度に病院

機能評価※）の認定を受けています。この病院機能評価は、受審前段階において、各種マニュ

アルや業務プロセスなど病院機能全般にわたりチェックを行うとともに、受審により改善

すべき課題などについて病院内での共通認識を持ち、改善に向けた取り組みを行います。 

認定後５年毎に更新審査があり、３回目の更新審査となる平成 30 年度審査では、前回

受審時より課題がどのように改善されているか、新たな課題にどのように対応しているか

等について審査され、平成 30年 12月に、更新認定を受けております。その結果について

は、当院のホームページや病院案内パンフレットなどで公表するとともに、更なる業務内

容の充実強化に取り組みます。 

 

○クリニカルパスの活用、評価、改善 

効率的・効果的な診療を提供するため、クリニカルパス※）の活用を進めています。今後

とも、治療の標準化やチーム医療の推進、在院日数の適正化、コスト削減などに効果が十

分に発揮できるよう、新たなクリニカルパスの作成やこれまでのクリニカルパスの評価・

改善を進めていきます。 

 

○経営分析力の強化 
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 病院情報システムの各種データを活用した精度の高い部門別収支分析を充実させると 

ともに、病院経営に詳しく自治体病院の運営に精通している専門家からコンサルティング

を受けるなど、経営分析力の強化を図ります。 

○職員の経営努力や業績の適正な評価 

職員の経営参画意識の醸成と職務遂行意欲の高揚を図るため、職員の経営努力や業績     

を業績評価制度により適正に評価し、職員の処遇に反映していくよう努めます。 

 

③収益の向上 

○ＤＰＣへの的確な対応 

当院は、平成 21年度から診断群分類別包括評価（ＤＰＣ）※）対象病院となりましたが、

従来の出来高による請求方法と比較して、処置内容や費用の見直しによるコスト削減や入

院期間の適正化などが病院経営に大きな影響を与えます。このため、外部コンサルティン

グやＤＰＣ分析ソフトを活用して、診療データの分析や改善点の検討を行い、ＤＰＣに対

応した診療行為の最適化、効率化を図ります。 

 

○診療報酬改定への迅速かつ適切な対応 

病院収益の根幹をなす診療報酬は２年ごとに見直しが行われます。平成 24 年度の改定

においては、平成 22年度に引き続き、プラス改定（全体改定率 0.004％）となり、救急・

周産期医療の推進や病院医療従事者の勤務体制の改善等の取り組みなどを重点に診療報

酬の新設や引上げが行われました。しかし、平成 26年度の改定では、全体改定率では 0.1％

のプラス改定でしたが、これは消費税増税補填分 1.36％が上乗せされているものであり、

実質的には 1.26％のマイナス改定が行われました。平成 28 年度の改定では、全体改定率

では実質 0.84％のマイナス改定が行われました。平成 30 年度の改定においても全体改定

率では、実質 1.19％のマイナス改定となりました。 

今後とも、診療報酬の改定に合わせた施設基準届出を迅速かつ適切に行うための院内体

制の整備に努めていきます。 

また、当院は、平成 26 年度診療報酬改定において、北陸で初めてＤＰＣⅡ群病院に指

定され、平成 28年度及び平成 30年度の改定においても継続して指定され、現在はＤＰＣ

特定病院群となっています。今後とも高度急性期医療の充実に努めていきます。 

 

○手術室稼働率の向上 

手術件数が増加しているなか、手術室を効率的に運用していくため、手術枠の入れ替え

や術間インターバルの短縮、各手術の時間内終了などを行うとともに、手術セットのピッ

キング（手術用の器材、材料などの配置）や手術室の清掃などの業務の委託化をさらに進

め、手術室の稼働率の向上に努めていきます。 

 

  ○病床運用の効率化 

クリニカルパス※）の活用による治療の標準化や地域連携の推進などにより、入院期間の

適正化を図るとともに、院内の病床運営委員会において診療科ごとの病床数について適時
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適切に見直しを行うなど、病床の有効活用を徹底し、入院実患者数の増加に努めます。 

    

  ○医療機械の効率的な運用 

ＭＲＩ※）やリニアック※）をはじめ高額医療機械については、最も有利な調達方法（保守

点検付購入契約やリース契約などの比較検討）で整備し、効率的な運用に努めます。また、

その他の医療機械についても、各診療科にまたがった効率的な運用ができるように、汎用

的な機械の導入や共同利用の仕組みづくりを進め、稼働率の向上に努めます。 

 

 ○ＭＥ機器及び医療器具の集中管理体制の整備 

ＭＥ機器※）や医療器具の効率的な使用・管理を進めるため、個々の機器等の稼働状況や

修理履歴、配置状況などを一元的に管理できる集中管理体制を整備するため、医療機器管

理センターを設置しました。 

 

  ○未収金対策等の強化 

入院診療費の退院日請求など未収金発生の未然防止体制を強化するとともに、未収金管 

理システムの導入や督促の強化、徴収業務の委託などにより、医業未収金の回収に努めま

す。また、電子カルテシステムを活用し、診療報酬請求漏れ防止や保険請求査定減点対策

など、より確実な診療報酬請求の仕組みの構築、運用に努めます。 

 

④費用の削減 

○診療材料の適正管理、診療材料費比率の低減 

 平成 23年よりＳＰＤ※）を導入し、診療材料の標準化や適正使用などによる購入費削減、

余剰在庫の解消、発注・管理業務の一元化により、コスト削減を進めています。今後、Ｓ

ＰＤ事業を活用して、同種同効品の統合やより低価格の商品への切り替えなど適正な管理

を行うとともに、交渉による価格引き下げなどを推進し、医業収益に対する材料費比率の

低減に努めます。 

 

  ○医薬品へのＳＰＤの導入 

    平成 29 年度に、医薬品の調達についてもＳＰＤ※）を導入し、これにより、さらに適正

かつ効率的な医薬品管理に努めていきます。 

 

○後発医薬品の積極的な採用による薬品費比率の低減 

後発医薬品※）（ジェネリック医薬品）の情報収集に努め、今後とも、後発医薬品への切

り替えを推進します。また、今後市場に出てくるバイオ医薬品※）の後発医薬品についても、

その有効性と安全性を十分に検討し、条件を満たすものは後発医薬品への切り替えを図り、

医業収益に対する薬品費比率の低減に努めます。 

 

 ○ＳＰＤを活用した試薬費の低減 

検査で使用する試薬は、平成 23年度からＳＰＤ※）により購入していますが、今後、検査
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精度を維持しながらも、引き続き、ＳＰＤを活用した購入単価の引き下げに努め、試薬費

の低減に努めます。 

 

○外部委託及び一括契約の導入 

医事業務、検査業務、電気・ボイラー運転監視業務などの外部委託の拡大や診療材料の

調達・搬送・管理業務の一括契約の導入を進めています。今後さらに、委託の範囲や方法

などを適時適切に見直しするなど、費用の削減に努めます。 

 

  ○繰上償還による公債費負担の軽減 

地方団体が借り入れている公的資金の補償金を免除した繰上償還制度については、平成

22 年度の地方財政計画において、特例措置として、平成 24 年度まで延長実施されること

となりました。そのため、この制度を活用し、企業債借入れの一部を繰上償還し、低金利

のものに借り換えを行い、公債費負担の軽減を図りました。 

 

⑤省エネルギー対策の推進 

○ＥＳＣＯ事業の推進等によるエネルギー使用量の削減 

平成 22 年よりＥＳＣＯ事業※）を導入し、エネルギー使用量の削減を進めています。今

後、ＥＳＣＯ事業によるエネルギー使用量の削減効果を検証するとともに、省エネ法に基

づく中長期計画を推進し、環境問題に積極的に取り組みます。 

 

○ＬＥＤ照明や高効率蛍光灯への交換 

院内の照明器具について、ＬＥＤ照明の導入や高効率蛍光灯への交換を計画的に行い、

電力使用量の削減を図ります。 

 

⑥施設設備の計画的な改修 

  ○施設設備の改修 

平成 23 年３月、旧東病棟の老朽化や施設設備の機能強化のため新東病棟を整備し、ま

た、中央病棟や診療棟の空調設備や自動火災報知設備を更新し、さらに、医療交流棟及び

厚生棟の耐震補強を行うなど、大規模な設備改修を順次進めています。今般、先端医療棟

建設に対応した既存の施設設備の改修等を実施したところですが、今後、施設設備の老朽

化が進み、修繕費用が増嵩していくなかでの対応が予想されることから、長寿命化を図る

大規模修繕計画を策定し、計画的かつ効率的な改修を進めていきます。 

 

  ○外来駐車場のあり方等の検討 

外来駐車場のあり方についての調査・検討や、県内唯一の県がん診療連携拠点病院とし

ての機能強化策などの検討を行った結果を受け、駐車場として使用してきた旧東病棟跡地

には先端医療棟を建設するとともに、外来駐車場には平成 28 年１月からゲート化による

管理手法を導入し混雑の解消を図ったところであり、今後とも、がん高度専門医療及び災

害時緊急医療等の充実強化に取り組んでいきます。 
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⑦ＩＴ化の推進と情報セキュリティ対策の強化 

  ○電子カルテ等病院情報システムの更新 

現行の病院情報システム（平成 19 年度より稼働）は更新時期を迎え、また、患者サー

ビスや医療の質の向上、地域連携、経営の効率化などをより一層推進するため、平成 25

年度にシステムの更新を行っております。また、先端医療棟の建設に合わせ、ネットワー

クの見直しや新手術システムの導入等を図ったところであり、引き続き、病院運営の重要

なツールとして適切かつ高度な活用に努めます。 

 

○診療情報、診療成績の適正な管理、公表 

診療録の適切な管理や診療情報のフィードバックによる医療の質の向上を図るため、診

療情報管理士※）の育成に努めます。また、当院をはじめ県内医療水準の向上を図るため、

がん登録データの収集や精度管理を行うとともに、各種の診療情報や主要疾患などに関す

る診療成績の適正な管理、公表に努めます。 

 

○情報セキュリティ水準の向上 

全国で個人情報の流出やコンピュータウイルス感染など、情報セキュリティ上のリスク

が頻繁に発生しています。当院では、患者の診療情報などを数多く取り扱うため、新たに

採用した職員などに対して情報セキュリティに対する意識の徹底を図るとともに、情報セ

キュリティ研修などを定期的に開催するなど、職員の情報セキュリティ水準の向上に努め

ます。 

 

⑧職員配置の適正化等 

○医療を取り巻く環境に応じた職員の適正配置 

高齢化の進行による医療需要の増大や医師の診療科偏在・看護師の不足、医療の高度・

複雑化に伴う業務量の増大などにより、今後さらに医療を取り巻く環境が厳しくなること

が予想されます。このため、病院運営においては、その変化に応じた迅速で柔軟に職員の

適正配置や組織の再編を図るなど、限られた医療資源を有効に活用し、質の高い医療を効

率的に提供できるよう努めます。 

 

○病棟看護体制の充実強化 

平成 22 年度から看護業務を補助する看護補助者を病棟に配置し、入院患者サービスの

向上や医師、看護師の負担軽減を図るなど、病棟における看護体制の充実に取り組んでい

ます。今後、各病棟の稼働率に応じた看護職員の適正で効率的な病棟編成を行うなど、病

棟看護体制の更なる充実強化に努めます。 

 

○医療事務などに精通した専門性の高い職員の育成・確保 

診療報酬事務の民間委託が進むなか、医療事務に精通した専門性の高い職員の確保がま 

すます重要となってきています。このため、こうした職員の育成・確保に努めるとともに、 

診療情報管理士※）や社会福祉士などの採用や資格取得を促進します。
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⑨健全な経営基盤の確立 

○過去 10年間の経営状況の推移 

【① 平均在院日数（一般病床）の推移】 

平均在院日数は、入院期間の適正化や地域連携の推進などにより、平成 16年度の 15.2日か

ら年々減少傾向で、平成 26 年度 11.3 日､平成 27 年度 10.3 日、平成 28 年度 10.3 日、平成 29

年度 10.8日、平成 30年度 10.5日となり、大幅に短縮しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【② 病床利用率（一般病床）の推移】 

病床利用率は、平成 16年度から 19年度まで 90％前半で推移してきましたが、入院期間の適 

正化（平均在院日数の短縮）が進み、平成 20年度以降、80％後半となり、平成 26年度 85.0％､

平成 27 年度 83.6％､平成 28 年度 83.3％､平成 29 年度 89.1％、平成 30 年度 85.9%となってい

ます。 
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【③ 医業収支比率の推移】 

医業収支比率（医業収益／医業費用）は、概ね 90％後半で推移してきましたが、ＤＰＣ   

（診断群分類別包括評価）などを導入した平成 21 年度から上昇し、平成 26 年度 101.0％、平

成 27年度 101.8％､平成 28年度 99.2%､平成 29年度 99.0%､平成 30年度 96.9%となっています。 
 

【④ 患者一人一日あたりの診療単価の推移】 上：入院収益 下：外来収益 

高度・専門医療の積極的な取り組みやＤＰＣの導入などにより、入院診療単価は、平成 16

年度の 43,516円から平成 26年度 66,746 円、平成 27年度 70,530 円、平成 28年度 72,039円、

平成 29 年度 71,258 円、平成 30 年度 73,856 円に､また､外来診療単価は､平成 16 年度の 9,388

円から平成 26 年度 16,395 円、平成 27 年度 17,083 円、平成 28 年度 17,959 円、平成 29 年度

19,027 円、平成 30年度 20,044円にそれぞれ増加しています。 
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【⑤ 給与費比率の推移】 

医業収益に対する給与費の比率は、医業収益が大幅に増加したため、平成 16 年度 48.9％か

ら平成 26年度 43.5％、平成 27年度 42.4％、平成 28年度 44.1%、平成 29年度 42.0%、平成 30

年度 44.3%と推移しています。 
 

 
【⑥ 材料費】 

医業収益に対する材料費の比率は、後発医薬品（ジェネリック医薬品）への切り替えや診療

材料の調達・管理業務の一元化（ＳＰＤ事業）などに努め、平成 16年度の 30.2％から平成 26

年度 31.9％､平成 27 年度 32.4％､平成 28 年度 33.2%､平成 29 年度 33.6％､平成 30 年度 35.2%

と推移しています。 
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【⑦ 経 費】 

医業収益に対する経費の比率は、平成 16年度 14.4％から、平成 26年度 17.4％、平成 27年

度 15.4％、平成 28 年度 15.4%、平成 29 年度 15.7％、平成 30 年度 14.3%と推移しています。

外部委託の推進による委託料や高額医療機器リース化に伴う賃借料などは増加しています。 

 
 

 

【⑧ その他】 

過去５カ年の修正医業収支比率＊1は、平成 26 年度 102.3％、平成 27 年度 103.1％、平成 28

年度 101.5%、平成 29年度 102.1％と 100%を超える水準で推移してきたが、平成 30年度は 97.8%

と、下落しています。 

また、累積欠損金比率＊2は、平成 26年度 32.0％、平成 27年度 29.2％、平成 28年度 28.3%､

平成 29 年度 26.6%、平成 30年度 26.2%と、下落しています。 

 
＊1修正医業収支比率(％)＝（医業収益－一般会計負担金）/｛医業費用－(減価償却費＋退職手当）｝*100 

＊2累積欠損金比率(％)＝ 累積欠損金/（医業収益）*100 
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○経営の効率化、経営力の強化 

  過去 10 年間の経営状況の推移からして、診断群分類別包括評価（ＤＰＣ）※）や７対１看

護体制※）の導入、地域医療支援病院※）の承認取得などの診療報酬の加算措置、高度医療機器

の導入等による高度・専門医療の推進などによる収益の向上、また、後発医薬品（ジェネリッ

ク医薬品）※）への切り替えや診療材料の調達・管理業務の一元化、ＥＳＣＯ事業※）の導入な

どによる費用の削減に努めてきた結果、経営状況は着実に向上してきていると言えます。今

後さらに経営の効率化を組織的に取り組むとともに、ＤＰＣデータなどをもとに他病院と比

較したベンチマーク分析を適切に行い、経営力を強化していきます。 

 

○経営参画意識の向上 

前計画（第三次中期経営計画）においては、毎年度、計画のローリングを行っており、随

時改定されたすべての経営指標において概ね達成し、経営改善を図ることができました。 

本計画（第四次中期経営計画）においては、経営指標の新たな目標値を定め、持続可能な

安定した経営基盤の確立に向けて、職員一人ひとりの経営参画意識をより一層高め、健全な

病院経営に努めます。 
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２ 収支見通し                                  

計画期間中における収益的収支及び資本的収支を試算しました。なお、この計画に定める人

的・財政的措置については、各年度の定数機構、予算の協議を通じ、適宜精査します。 

（１）収益的収支  

                              （単位 百万円） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  収益について 

 入院収益については、ＤＰＣへの適切な対応や、入退院支援センターでの病床利用の効率的な運用による病床

利用率の確保のほか急性期リハビリテーションの充実等による増収を見込んでいます。 

外来収益については、外来化学療法患者数の伸び等による増収を見込んでいます。 

②  費用について 

     急性期リハビリテーション充実等のために必要となる人員の増員による給与費や医業収益増に伴う材料費の 

    増嵩費用等を見込んでいます。 

③  その他 

令和 2年度以降、診療報酬改定率については現状のままとし、消費税率については令和元年 10月以降 10％ 

として試算しています。 

 

医業収益 A 21,795 22,271 23,666 23,928 25,407 25,932 

入院収益 15,319 15,557 16,448 16,376 17,528 17,675 

収 外来収益 6,136 6,371 6,872 7,207 7,534 7,912 

その他 340 343 346 345 345 345 

医業外収益 B 1,956 1,837 2,040 2,218 2,220 2,220 

益 他会計補助金 1,438 1,390 1,607 1,781 1,784 1,784 

その他 518 447 433 437 436 436 

特別利益 C 0 237 0 2 0 0 

　収益　計 (A+B+C)=D 23,751 24,345 25,706 26,148 27,627 28,152 

医業費用 E 21,547 22,642 24,098 24,895 26,207 26,423 

給与費 9,813 10,501 10,781 10,975 11,946 11,983 

材料費 7,245 7,588 8,165 8,640 9,130 9,275 

費 経費 2,871 2,863 2,969 3,117 3,102 3,118 

減価償却費 1,445 1,523 2,005 2,042 1,844 1,862 

資産減耗費 70 67 77 13 77 77 

研究研修費 102 100 101 108 108 108 

医業外費用 F 1,497 1,160 1,224 1,236 1,373 1,491 

用 支払利息等 377 345 311 275 245 220 

繰延勘定償却 0 0 0 0 0 0 

その他 1,120 815 913 961 1,128 1,271 

特別損失 G 360 540 360 4 0 0 

　費用　計 (E+F+G)=H 23,404 24,342 25,682 26,135 27,580 27,914 

医業収支 A-E 248 △371 △432 △967 △800 △491 

医業外収支 B-F 459 677 816 982 847 729 

経常収支 A+B-E-F 707 306 384 15 47 238 

当期純利益 D-H 347 3 24 13 47 238 

27年度
(実績）

30年度
（実績）

収
　
　
支

元年度 ２年度
29年度
（実績）

区　　分
28年度
(実績)
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（２）資本的収支 

（単位 百万円） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）一般会計負担 

当院は、唯一の県立総合病院として、地域医療ニーズに応じた適切な役割分担のもとに医

療を提供していますが、特に高度・先進的、専門的医療、特殊医療、政策医療などについて

は、その必要性や効果などについて適切に評価を行う必要があります。 

今後とも、当院の役割や経営状況などについて定期的に評価し、一般会計負担のあり方に

ついて継続的に検討を行います。 

資本的収入 I 1,951 5,371 1,608 397 2,034 3,065 

1,720 5,146 1,167 144 1,346 2,723 

214 220 227 235 270 270 

16 5 214 18 418 72 

資本的支出 J 4,015 8,377 2,443 2,178 3,594 4,716 

2,574 6,472 873 349 1,561 2,475 

1,441 1,905 1,570 1,829 2,033 2,241 

資本的収支 I-J=K △2,064 △3,006 △835 △1,781 △1,560 △1,651 

２年度区　　分
27年度
(実績）

28年度
(実績)

企業債借入金

他会計出資金

国庫補助金等

建設改良費

企業債償還金等

29年度
（実績）

30年度
（実績）

元年度
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３ 主要な経営指標                            

前計画（第三次中期経営計画）においては、主要な経営指標において概ね達成することがで

きましたが、本計画（第四次中期経営計画）においても、その成果を踏まえ、さらなる経営の

効率化に取り組んでいくため、次のとおり経営指標を設定し、引き続き健全な病院運営を図っ

ていきます。 

 

指標の目標 指   標   名 
29年度 

実 績 

30年度 

実 績 
２年度目標 
（各年度目標） 

健全な経営

基盤の確立 

① 経常収支比率（％） 
【経常収益 ※1 ÷ 経常費用 ※2 】 

102 100  102以上 

② 経常損益の額（百万円） 
【経常収益 － 経常費用】 

384 15 200 以上 

自立性の 

高い経営 

③ 現金保有残高（百万円） 
【現金 ＋ 普通預金 ＋ 定期預金】 

3,863 3,770 2,700以上 

④ 医業収支比率（％） 
【医業収益 ÷ 医業費用】 

99 97 102 以上 

医療資源の

効率的な 

配分 

⑤ 職員給与費 対 医業収益比率（％） 
【給与費 ÷ 医業収益 】 

42 44 50以下 

⑥ 材料費 対 医業収益比率（％） 
【材料費 ÷ 医業収益】 

34 35 32以下 

⑦ 一般病床利用率（％） 
【年延入院患者数 ÷ 年延病床数】 

89.1 85.9 90程度 

患者負担 

の軽減 
⑧ 一般病床平均在院日数（日） 
【 ※3 】 

10.8 10.5 12以下 

高度な診療 

⑨ 入院患者一人当たり診療収入（円） 
【入院収益 ÷ 年延入院患者数】 

71,258 73,856 75,000 以上 

⑩ 外来患者一人当たり診療収入（円） 
【外来収益 ÷ 年延外来患者数】 

19,027 20,044 18,500 以上 

※1 経常収益 ＝ 総収益 － 特別利益（または ＝ 医業収益 ＋ 医業外収益 ） 

※2 経常費用 ＝ 総費用 － 特別損失（または ＝ 医業費用 ＋ 医業外費用 ） 

※3 年延入院患者数 ÷ ｛１／２ ×（ 新入院患者数 ＋ 退院患者数 ）｝ 
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４ 再編・ネットワーク化                            

富山医療圏の当院周辺では、大規模な総合病院である公的病院が複数立地しています。ま

た、既存の県立のリハビリテーション総合病院も平成27年度に新増設されており、これを含

めて、富山医療圏の一大医療ゾーンとも呼べる地域が形成されています。 

今後のがん患者の増加、特に高齢者のがん患者の増加が予想されていることから、地域の

医療機関との紹介・逆紹介、医療情報の共有化などを進め、より連携を強化していきます。 

今後とも、高度急性期医療を担う病院として、病院間あるいは病院と診療所間での連携強

化による地域完結型医療ネットワークの構築に努めていきます。 

また、高齢化が進行するなか、認知症等の高齢者の地域生活にも寄与すべく、医療と介護

の連携の推進役を務め、地域医療支援体制の充実を図っていきます。 
 
 

５ 経営形態のあり方の検討                            

現在、当院は地方公営企業法の一部適用による経営を行っていますが、自治体病院の経営

形態には、このほか、地方公営企業法の全部適用や地方独立行政法人などの制度があります。 

当院では、平成 22、23年度に、経営形態のあり方検討会を設け、これら２つの制度を比較

検討しましたが、結論としては、両論併記のうえ当面は地方公営企業法一部適用の県立病院

としてしっかりと運営していくこととなり、併せて、全国的な動きを注視しつつ、経営形態

の検討を行っていく旨とりまとめたところであり、この方針は現在も変わりありません。 

今後とも、既に地方独立行政法人又は地方公営企業法の全部適用に移行した病院における

移行後数年間の実績などを注視しながら、経済性と公共性を両立させ、その使命を果たして

いくためにふさわしい経営形態について引き続き検討を進めていきます。 



- 56 - 
 

 

 

 

１ ＢＳＣによる経営管理                       

 当院は、県民に対し、高度の医療を提供するために設置されており（富山県病院事業の設

置等に関する条例第１条）、また、常に企業の経済性を発揮するとともに、公共の福祉を増

進するように運営されなければならない（同条例第２条）となっています。 

高度の医療を提供し、経済性と公共性を両立させていくためには、患者が満足し、県民か

ら信頼される質の高い医療やサービスの提供が必要であり、また、そのためには、効率的・

効果的な業務プロセス、知識・技術の向上など職員のキャリアアップ、健全な経営基盤の確

立が必要となってきます。 

こうしたことから、第二次中期経営計画より、経営目標の設定から成果の分析・評価、さ

らには経営者の意志決定に至るまでの総合的な経営管理手法と言われる「バランスト・スコ

アカード（ＢＳＣ）※）」を導入しています。 

 今回、第四次中期経営計画の策定にあたっても、これまでと同様に当院の存在意義や理念

をしっかりと再確認することとし、 

○ 当院を取り巻く内外の環境はどのようになっているのか 

○ 内外環境を踏まえ、理念の実現のためにどのような経営計画を立てるべきか 

○ 経営計画に基づき「顧客」、「業務プロセス」、「学習と成長」及び「財務」の四つの視

点から、どのような目標や業績評価指標、数値目標を掲げるか 

○ 数値目標達成のため、具体的にどのような行動計画を立てるのか 

といった手順を踏みながら、ＢＳＣマネジメントシートの見直しを行ったところであり、各

部門においてこのマネジメントシートに基づき自主的・主体的な取組みを展開していきます。 

 

２ マネジメントサイクルの徹底                    

  この第四次中期経営計画の着実な推進を図るため、マネジメントシートなどにより、毎年

度の目標達成状況と次年度の行動計画などの確認・検討を行うなど、「企画立案（Ｐｌａｎ）」

→「実施（Ｄｏ）」→「評価（Ｃｈｅｃｋ）」→「改善（Ａｃｔｉｏｎ）」の４つの流れ（Ｐ

ＤＣＡサイクル※））のなかで適切な進行管理を行うこととしています。 

 

３ 計画内容等の公表                         

県民に開かれた透明性の高い病院運営を行うため、この計画の内容や取り組み状況などに

ついて、ホームページをはじめとした各種の媒体を通じて積極的に公表するとともに、県民

の皆さんの声を病院運営に反映します。 

 

 

Ⅳ 計画の実効性の確保と推進方策 
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第四次中期経営計画 関連用語集 

あ行 

赤ちゃんにやさしい病院（ Baby Friendly Hospital ： ＢＦＨ） 

ユニセフ（国際児童基金）とＷＨＯ（世界保健機構）が定めた「母乳育児成功のための 10

カ条」を守る病院は、「赤ちゃんにやさしい病院」と認定されます。「赤ちゃんにやさしい病院」

では、分娩後 30 分以内に母乳を飲ませられるように援助したり、24 時間母子が一緒にいられ

る母子同室を実施するなどの取組みが行われています。 

 

亜急性期型病院  

不安定で回復期にある患者に対して一定期間の集中的医療を提供する病院をいいます。 

 

育児支援外来 

在宅人工呼吸器などの医療的ケアを抱えて退院する患児・ご家族の不安、患児の育児・成長

発達に関することの相談に応じます。 

 

Ⅰ型糖尿病 

主に幼児から 15 才以下の小児期に比較的急激に発症することが多く、かつては若年型糖尿

病とも呼ばれていました。治療には、食事療法・運動療法のほか、インスリンの注射が必要と

なります。膵臓β細胞がなんらかの原因で破壊された結果、インスリンを分泌できなくなり、

高血糖として発症します。 

 

一般会計からの繰入金 

地方公営企業は原則として、事業ごとに特別会計を設けて独立した経理を行っています。し

かし、地方公営企業法では、① 経費の性質上地方公営企業が負担することが適当でない経費、

② 地方公営企業の性質上負担することが困難な経費については、地方公共団体が負担するこ

ととなっており、この負担分を一般会計繰入金といいます。 

 

医療クラーク 

医師が行う診断書作成等の事務作業を補助するスタッフのことをいいます。 
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医療ソーシャルワーカー（MSW:Medical Social Worker） 

保健医療分野におけるソーシャルワーカーであり、主に病院において疾病を有する患者が、

地域や家庭において自立した生活を送ることができるよう、社会福祉の立場から、患者やご家

族の抱える心理的・社会的な問題の解決・調整を援助します。 

 

医療メディエーター 

医療事故が発生した場合や、患者と医療者間での意見の食い違いなどが起こった場合、双方

の意見を聞いて話し合いの場を設定するなどして問題解決に導く仲介（メディエーション）役

です。 

 

インターベンション治療 

血管の詰まりなどを除去するため、主に皮膚から血管に通したカテーテル（極めて細い管）

を使って行う治療法です。従来の外科手術と比較して、皮膚を大きく切らなくて良い、痛みが

少ないなどの利点があります。 

 

院内感染対策チーム（ＩＣＴ:Infection Control Team） 

院内感染とは、患者や医療に従事する職員が、細菌やウイルスなどに病院内で感染すること

をいいます。入院している患者は体の抵抗力が低下している場合が多く、健康な方であれば通

常病気を起こさないような細菌などであっても危険な場合があります。院内感染対策チームは、

このような院内感染の発生を防止するため、各種業務の監視、点検、調査を行います。 

 

インフォームド・コンセント（informed consent 説明と同意） 

医療の提供にあたり、医師などが疾病の状況、治療の意味・効果・危険性、他の治療法の可

能性、費用などについて、患者に理解できるよう十分な説明を行い、そのうえで患者の同意を

得ることをいいます。 

 

エマルゴ 

スウェーデンで開発された災害医療机上訓練システムのことです。災害現場・救護所・搬送所・

司令室・病院に見立てたホワイトボードと、被災者・医療従事者・警察・消防・ボランティアに見

たてたマグネット人形を用いて行う演習です。 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%BD%E3%83%BC%E3%82%B7%E3%83%A3%E3%83%AB%E3%83%AF%E3%83%BC%E3%82%AB%E3%83%BC
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%97%85%E9%99%A2
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%96%BE%E7%97%85
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E7%A6%8F%E7%A5%89
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%AE%B6%E6%97%8F
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%AE%B6%E6%97%8F
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%BB%E7%99%82%E4%BA%8B%E6%95%85
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%82%A3%E8%80%85
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%BB%E7%99%82#.E5.8C.BB.E7.99.82.E5.BE.93.E4.BA.8B.E8.80.85
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か行 

回復期型病院 

健康な状態やそれに準ずる程度まで病気や身体を回復させることを目的とした医療を提供

する病院をいいます。 

 

回復期機能 

急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提供する機能。特

に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頚部骨折等の患者に対し、ＡＤＬの向上や在宅復帰

を目的としたリハビリテーションを集中的に提供する機能（回復期リハビリテーション機能）

をいいます。 

 

開放型病床 

患者にかかりつけ医と当院の医師とが協力して、通院から入院、他院までの一貫した診療を

行い、継続的に高度の医療、検査、手術等を受けていただくための専用の病床です。 

 

カテーテル治療 

血管造影装置やカテーテルを用いた治療法で、脳血管の脳梗塞や心筋梗塞などの血栓を取り

除く手術をいいます。 

 

外来化学療法 

がんの治療法には外科手術や放射線治療などさまざまなものがありますが、そのひとつが外

来化学療法です。近年、有効な抗がん剤が開発されたことや、抗がん剤の副作用を抑える治療

法が発達したことなどにより、安全に治療を受けられるようになりました。利点としては、患

者のＱＯＬを下げることなく治療を続けられることや、入院ではなく通院して治療を受けるこ

とができるので、比較的患者の負担が少ないことなどがあります。 

→  ＱＯＬ（76 頁） 

 

幹細胞 

複数系統の細胞に分化できる能力（多分化能）と細胞分裂を経ても多分化能を維持できる能

力（自己複製能）を併せ持つ細胞をいいます。 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B4%B0%E8%83%9E
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%88%86%E5%8C%96
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E5%A4%9A%E5%88%86%E5%8C%96%E8%83%BD&action=edit&redlink=1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B4%B0%E8%83%9E%E5%88%86%E8%A3%82
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E8%87%AA%E5%B7%B1%E8%A4%87%E8%A3%BD%E8%83%BD&action=edit&redlink=1
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看護専門外来 

医師による外来診療だけでなく、専門的な資格や知識・技術をもった看護師・助産師が、医

師と連携をとりながら、患者の相談に応じ、アドバイスや情報提供などを行います。 

 

看護補助者 

非専門的な看護業務に携わる医療従事者で、看護師・助産師を補助するスタッフをいいます。 

 

緩和ケア 

がん性疼痛やがん末期の諸症状に苦しんだり精神的苦痛を有する患者が、ＱＯＬを維持しな

がら快適に日々の生活を営めるよう、さまざまな職種がチームを作って行う治療をいいます。

痛みをはじめとする様々な身体症状のコントロールのほか、心理的、社会的、精神的苦痛のケ

アを行います。 

 

緩和ケアセンター 

全てのがん患者やその家族等に対して、診断時からより迅速かつ適切な緩和ケアを切れ目な

く提供するために、都道府県がん診療連携拠点病院等において、これまでの「緩和ケアチーム」、

「緩和ケア外来」、「緩和ケア病棟」等を統括し、緩和ケア体制をさらに強化した院内組織であ

り、医師・看護師を中心とした多職種が連携した緩和ケアに関するチーム医療を提供します。 

 

逆紹介 

→ 紹介（65頁） 

 

キャンサーボード(Cancer Board） 

がん患者の状態に応じた適切な治療を提供することを目的として医療機関内で開催される

検討会です。 

 

急性期 

急性期とは病気になったばかりの期間をいいます。この期間は手術などを行うために、医療

資源が集中される傾向があります。 

また、亜急性期は急性期から患者の状態が安定するまでの期間、回復期は急性期から患者が

健康な状態までに回復するまでの期間、そして慢性期は不健康の状態が安定して継続している

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%82%AA%E6%80%A7%E8%85%AB%E7%98%8D
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%BB%E7%99%82%E6%A9%9F%E9%96%A2
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状態の期間をいいます。 

 

急性期型病院 

急性疾患や慢性疾患の急性増悪などで緊急・重症な状態にある患者に対して入院・手術・検

査など高度で専門的な医療を提供する病院をいいます。 

 

急性期機能 

急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、医療を提供する機能をいいます。 

 

急性期リハビリテーション 

種々の疾患による病状がなお変動している時期（急性期）に開始されるリハビリテーション

のことをいいます。 

 

鏡視下手術 

皮膚に開けられた小さな穴から挿入された内視鏡と細い手術道具により行う手術をいいま

す。内視鏡による画像をモニターで見ながら行う方法もあります。一般的な開腹手術と比べて、

傷が小さい、手術後の痛みが少ないなどの利点があります。低侵襲（身体に対する負担を極力

少なくする）という考え方に基づく治療方法の一つです。 

 

クリニカルインディケーター 

病院の様々な機能を適切なインディケーター（指標）を用いて表したものです。これを分析

し、その改善を促すことにより医療サービスの質の向上を図ります。 

 

クリニカルパス、地域連携クリニカルパス（クリティカルパス） 

クリニカルパスは、必要な治療・検査やケアなどをタテ軸に、時間軸（日付）をヨコ軸に取

って作った、診療スケジュール表で、患者と医療スタッフ両者のための羅針盤のような役割を

果たすものです。実際には、一定の疾患を持つ患者に対して、入院指導、検査、食事指導、安

静度、退院計画などを患者の同意を得て、スケジュールとしてまとめたものをいいます。あら

かじめ診療内容を患者に提示・説明することにより、患者が安心して医療を受けることができ、

かつ早期に自宅に帰ることを目指すものです。単に「パス」と呼ぶこともあります。 

地域連携クリニカルパス（地域パス）とは、患者の診療にあたる複数の医療機関などが、あ

http://dic.yahoo.co.jp/dsearch/0/0na/23243000/
http://dic.yahoo.co.jp/dsearch/0/0na/17497500/
http://dic.yahoo.co.jp/dsearch/0/0na/10692900/
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らかじめ、お互いの役割分担を決めて作成するクリニカルパスです。治療を受ける全ての医療

機関などで共有することとなるため、例えば、回復期病院では、急性期病院などから転院して

きた患者がどのような状態なのかを把握でき、改めて状態を観察することなく、転院してすぐ

にリハビリなどに着手することができます。医療連携体制に基づく地域完結型医療を具体的に

実現する手段と位置づけられています。 

 

クリニカルラダー 

主に看護師の臨床に係る技術・能力などを、レベルに応じて等級であらわしたものです。病

院が各看護師の能力を適切に評価できるだけではなく、看護師自身のスキルアップのためのツ

ールとなります。なお、「ラダー」とは「はしご」の意味です。 

 

経カテーテル大動脈弁置換術（ＴＡＶＩ） 

重症の大動脈弁狭窄に対し、牛の心膜で作成した人工弁を、金属の網（ステント）やカテー

テルを利用して足の動脈などから心臓に挿入し埋め込む治療法をいいます。 

 

血管連続撮影装置 

血管の形態や血流状態を連続的に撮影することにより、動脈あるいは静脈の病変を診断する

装置です。 

 

県がん診療連携拠点病院 

都道府県に概ね１か所国が指定する病院で、地域がん診療連携拠点病院の指定要件に加え、

地域がん診療連携拠点病院の医療従事者への研修、情報提供、症例相談や診療支援の実施のほ

か、都道府県がん診療連携協議会の運営などを行う病院をいいます。 

 

研修医 

医師法第 16条の２第１項には、「診療に従事しようとする医師は、２年以上、医学を履修す

る課程を置く大学に附属する病院又は厚生労働大臣の指定する病院において、臨床研修を受け

なければならない。」と規定されています。 
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言語療法士（ＳＴ） 

失語症、構音障害（発音が正しく出来ない症状）、言語発達遅滞などにより言語機能（話す、人

の話を理解する、書く、読む）が障害され、正常なコミュニケーションが困難な患者に対して、言

語機能の評価を行い、訓練と指導を行うのが言語療法士です。 

 

高度急性期機能 

急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、診療密度が特に高い医療を提供する機能

をいいます。 

 

後発医薬品（ジェネリック医薬品） 

医薬品には通常、医療機関などで使用される医療用の医薬品と薬局など店頭で売られている

一般用の医薬品とがあります。医療用の医薬品のうち、新薬の特許が切れた後に、厚生労働省

の承認を受けて発売される薬を後発医薬品といいます。後発医薬品は開発費が少なくて済むの

で、価格が安いというメリットがあります。これに対して、最初に発売された新薬は先発品と

呼ばれています。 

 

五大がん 

肺がん、胃がん、肝がん、大腸がん、乳がん 

 

コメディカル（comedical） 

一般に医師、歯科医師や看護師以外の医療従事者の人たちをいいます。具体的には、薬剤師、

臨床検査技師、診療放射線技師、臨床工学技士などをいいます。 

 

根拠に基づく医療（ Evidence-Based Medicine：ＥＢＭ ） 

医師が患者の臨床上の疑問点に関して、関連文献などを検索し、それらを検討したうえで診

断・治療方法などを患者に適用することの妥当性を評価し、さらには、患者の持つ価値観や意

向を考慮して臨床診断を下し行う医療をいいます。 
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さ行 

災害医療 

大規模災害（地震、火災、津波など）等により、対応する側の医療能力を上回るほど多数の

医療対象者が発生した時に行われる医療をいいます。 

 

集学的治療 

外科的治療、内科的治療、放射線治療などの複数の治療を組み合わせて行う治療をいいます。 

 

周産期医療 

周産期とは妊娠満 22 週から出産後７日未満をいいます。この期間は、母子ともに異常が発

生しやすく、そうした緊急事態に対応する産科、小児科双方からの一貫した総合医療が必要と

なります。当院の母子医療センターは第三次周産期救急の役割を担っています。 

 

終末期医療 

→ ターミナルケア（67 頁） 

→ ＱＯＬ（76頁） 

 

紹介 

医療法第１条の４第３項に記述があります。紹介というものが必要なのは、病院の機能や規

模により提供することができる医療に違いがあるからです。もし入院による治療が必要な方が、

入院施設の無い診療所に診察で来院したときは、入院施設のある病院などに紹介するのが普通

です。また反対に、紹介された病院で入院による治療が終了し退院した場合であっても、当分

の間通院による治療が必要な場合は、最初に診察を行った診療所へ逆紹介することもあります。 

 

紹介患者率 

当院を受診した患者のなかで、他の医療機関からの紹介を受けて受診をした患者数の割合を

示します。（紹介患者数＋救急患者数）÷（初診患者数）で計算しています。 

 

新生児特定集中治療室（ＮＩＣＵ） 

低出生体重児や重症の新生児等を収容し、集中的に濃厚な治療を行う病室です。 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%81%BD%E5%AE%B3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9C%B0%E9%9C%87
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%81%AB%E7%81%BD
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B4%A5%E6%B3%A2
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診療群分類別包括評価（ＤＰＣ） 

従来の診療行為ごとに計算する「出来高払い」方式とは異なり、入院患者の病名や症状をもとに

手術などの診療行為の有無に応じて、厚生労働省が定めた 1 日当たりの診断群分類点数をもとに医

療費 を計算する新しい定額払いの会計方式です。 

 

診療情報管理士 

病院の診療記録を適切に管理して、その記録をもとにデータの集計・分析を行い、院内関係

者にデータを提供することによって、病院の医療の質や医療の安全対策の向上に資する専門家

です。 

 

スーパーＩＣＵ(Intensive Care Unit) 

特定集中治療室管理料 1または２の要件を満たすＩＣＵ（集中治療室）のことをいいます。 

 

ステントグラフト 

小さなチューブの形をした金属製のものです。狭くなっていた血管等を内側から押し広げ、

そのまま血管等の中に留置し、血管等の内腔を保持する役割を果たします。 

 

政策医療 

主に民間医療機関が中心となって提供している「一般医療」に対し、国や地方公共団体等が

政策として実施している医療を指します。具体的には、高度・先進的な医療、救急医療、災害

医療、周産期医療等、国民や地域住民に必要不可欠でありながら、多額の資金を要し採算性が

悪いことなどから、一般の民間医療機関では提供が困難な医療分野の一つとされています。 

 

精神科救急医療 

早急な治療介入を要する急性の精神症状に対し、さらにその症状が悪化したり慢性化するの

を防止するために施される医療をいいます。 

 

精神科ソーシャルワーカー（精神保健福祉士 PSW:Psychiatric Social Worker） 

精神障害者の保健および福祉に関する専門的知識・技術をもって、精神障害の医療を受け、

又は社会復帰促進施設を利用している精神障害者の相談に応じ、援助します。 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B2%BE%E7%A5%9E%E9%9A%9C%E5%AE%B3%E8%80%85
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BF%9D%E5%81%A5
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A6%8F%E7%A5%89
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B2%BE%E7%A5%9E%E9%9A%9C%E5%AE%B3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%BB%E7%99%82
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セカンドオピニオン外来 

患者の診断や治療方針について、主治医以外の医師の意見のことをいいます。当院では、セ

カンドオピニオンを希望する患者を受け入れ、専門の医師が対応しています。 

 

全人的ケア 

がん患者のためのホスピスケアの中から生まれたことばで身体的な苦痛緩和にとどまらず、

精神的、社会的、霊的な側面から統合的に提供されるケアをいいます。 

 

 

た行 

ターミナルケア 

終末期医療および看護のことを指します。末期がん患者などに対して主に延命を目的とする

ものではなく、身体的苦痛や精神的苦痛を軽減することによって、人生の質、クオリティ・オ

ブ・ライフ（Quality of Life、QOL）を向上することに主眼が置かれ、医療的処置（緩和医療）

に加え、精神的側面を重視した総合的な措置をとります。 

 

地域医療支援病院 

紹介患者に対する医療提供や医療機器等の共同利用、研修などを通じて「かかりつけ医」を

支援し、地域医療体制の中核を担う病院をいいます。 

 

地域包括支援センター 

介護保険法で定められた、地域住民の保健・福祉・医療の向上、虐待防止、介護予防マネジ

メントなどを総合的に行う機関です。 

 

治験 

「治療試験」の略で、臨床研究のうち、薬事法に基づく新しい医薬品の承認のために必要な

実証データの収集を目的として、ボランティアや患者を対象として実施されるものです。 

 

治験コーディネーター（ Clinical Research Coordinator：ＣＲＣ） 

治験を円滑に運営するための専門家です。患者に対する治験に関するインフォームド・コン

セントやスケジュール管理など治験の進行全般に関する連絡・調整業務を行います。 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%82%AA%E6%80%A7%E8%85%AB%E7%98%8D
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E5%BB%B6%E5%91%BD&action=edit&redlink=1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%AF%E3%82%AA%E3%83%AA%E3%83%86%E3%82%A3%E3%83%BB%E3%82%AA%E3%83%96%E3%83%BB%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%83%95
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%AF%E3%82%AA%E3%83%AA%E3%83%86%E3%82%A3%E3%83%BB%E3%82%AA%E3%83%96%E3%83%BB%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%83%95
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B7%A9%E5%92%8C%E5%8C%BB%E7%99%82
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トリアージ 

災害医療において、最善の救命効果を得るために、多数の傷病者を重症度と緊急性によって

分別し、治療の優先度を決定することをいいます。 

 

 

な行 

内視鏡治療 

腹部に 3～15ミリ程度の穴を数か所開けて、そこから内視鏡や専用の手術器具を挿入し、モ

ニターに映し出される体内の様子を観察しながら、遠隔操作で手術を行う方法をいいます。 

 

７対１看護体制 

看護職員 1人が受け持つ入院患者数で決まる「入院基本料」の区分の一つで、平均して入院

患者７人に対し、看護職員１名が勤務しているということです。 

 

Ⅱ型糖尿病 

インスリンの分泌量が低下しているか、インスリンの血糖を下げる作用が弱くなって発症す

るもので、遺伝素因のほかに、エネルギーの過剰摂取や栄養の偏った食生活、運動不足、スト

レスが大きく関わってきます。その治療に必ずしもインスリンを必要としないもので、日本人

の糖尿病の 90％を占めています。40 代以降に発症することが多いのですが、肥満児の増加と

ともに 10代から発症するケースも増えています。 

 

認知症支援外来 

認知症と診断された患者とご家族が、認知症の正しい理解と適切なケアの方法を理解し、過

ごせるよう相談に応じます。 

 

脳卒中ホットライン 

脳卒中疑いのある患者を搬送する救急車の救急隊から当院専門医（脳神経外科医、神経内科

医）へ直接連絡が入る仕組みです。 

 

 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%81%BD%E5%AE%B3%E5%8C%BB%E7%99%82
http://dic.yahoo.co.jp/dsearch/0/0na/13611200/
http://kotobank.jp/word/%E7%9C%8B%E8%AD%B7
http://kotobank.jp/word/%E5%85%A5%E9%99%A2
http://kotobank.jp/word/%E5%85%A5%E9%99%A2
http://kotobank.jp/word/%E5%9F%BA%E6%9C%AC
http://kotobank.jp/word/%E5%8C%BA%E5%88%86
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は行 

バイオ医薬品 

組み換え DNA技術、細胞融合法、細胞大量培養法などのバイオテクノロジーで製造された医

薬品のことをいいます。 

 

ハイケアユニット(High Care Unit：ＨＣＵ) 

ＩＣＵ（集中治療室）と一般病棟の中間に位置する病棟で、ＩＣＵから移されてきた患者を

対象とした高度治療室のことをいいます。 

 

ハイブリッド手術装置 

手術台と心臓・脳血管撮影装置を組み合わせ、３次元画像を見ながら外科手術とカテーテル

を使う内科的治療が同時に可能となる手術装置をいいます。 

 

バランスト・スコアカード（バランス・スコアカード） 

企業などの経営戦略を立案するにあたって、従来からの財務だけに偏った業績評価だけでは、

目先の利益だけを追いがちになり、組織にとって本当に必要な取組みがなされないことがあり

ました。そこで、バランスト・スコアカードでは、まず、ビジョンと戦略を明確にして重要成

功要因、次いで評価指標と指標に直結するアクションプランを設定し、戦略実行中においても

定期的なフォローアップを行います。なお、企業などの戦略を立案するにあたっては、組織に

とっての「強み」、「弱み」、「機会」と「脅威」を抽出して現状を分析し、戦略目標などの設定

にあたっては「財務」、「顧客」、「業務プロセス」と「学習と成長」の４つの視点で考察します。

長所としては、部や課などでばらばらな戦略ではなく全部門で戦略の立案が可能となること、

部門間のコミュニケーションの手段として有効であること、組織のＰＤＣＡサイクルとして機

能することなどがあります。 

 

ヒーリングコンサート・ギャラリー 

患者やご家族に安らぎの時間を持っていただけるよう、ボランティア出演者によるコンサー

トを毎月開催しています。また、毎年秋に富山県立近代美術館収蔵作品展を行っています。 

 

 

 

http://kotobank.jp/word/%E7%B5%84%E3%81%BF%E6%8F%9B%E3%81%88DNA%E6%8A%80%E8%A1%93
http://kotobank.jp/word/%E7%B4%B0%E8%83%9E
http://kotobank.jp/word/%E5%A4%A7%E9%87%8F
http://kotobank.jp/word/%E5%A4%A7%E9%87%8F
http://kotobank.jp/word/%E3%83%90%E3%82%A4%E3%82%AA%E3%83%86%E3%82%AF%E3%83%8E%E3%83%AD%E3%82%B8%E3%83%BC
http://kotobank.jp/word/%E8%A3%BD%E9%80%A0
http://kotobank.jp/word/%E5%8C%BB%E8%96%AC%E5%93%81
http://kotobank.jp/word/%E5%8C%BB%E8%96%AC%E5%93%81
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病院機能評価 

国民に提供される医療の質の一層の向上を図ることを目的に、全国の希望する医療機関を対

象に（公財）日本医療機能評価機構（厚生労働省の外郭団体）が中立的な立場から審査し、評

価を行う制度です。 

 

病床利用率 

厚生労働省の統計では、月末病床利用率は月末在院患者数÷月末病床数×100（％）で計算

されています。その病院の病床がどれだけ使用されているかを、病床の数に対する患者数の割

合で計算したものです。当院では、通常１ヶ月平均または年平均でとらえており、（在院患者

延数＋退院患者数）÷（病床数×診療日数）で計算しています。 

 

病床機能報告制度 

一般病床・療養病床を有する病院・診療所が、当該病床において担っている医療機能の現状

と今後の方向について、病棟単位で、「高度急性期機能」、「急性期機能」、「回復期機能」

及び「慢性期機能」の 4区分から 1つを選択し、その他の具体的な報告事項とあわせて、厚生

労働省の全国共通サーバ等を通じて都道府県に報告する仕組みをいいます。 

 

病診連携 

核となる病院と地域内の診療所との医療連携のことをいいます。必要に応じ、患者を診療所

から専門医や医療設備の充実した核となる病院に紹介し高度な検査や治療を提供するととも

に、快方に向かった患者は元の診療所で診療を継続する仕組みになっています。 

 

病病連携 

病院は、病院の機能により地域支援型病院(急性期病院)、慢性期病院、療養型施設などに分類

されます。患者の症状に合った病院で効率的に医療を受けることができる体制のことです。 

 

服薬アドヒアランス 

患者と医師が相互に合意した治療方針の決定に従って、患者が自発的に服薬することをいい

ます。 
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平均在院日数 

在院患者延べ数÷｛（新入院患者数＋退院患者数）÷２｝で計算されます。その病院の入院

患者が、入院してから退院するまでの期間の平均値です。一般に、在院日数を短縮することが

できれば患者の負担が減少するとともに、入院患者の回転率が高くなり病院の収益が増加する

とされています。 

 

放射線療法 

腫瘍壊死や異常血管の閉塞を目的に放射線を病変部分へ集中的に高線量照射する治療法を

いいます。 

 

母体胎児集中治療室（ＭＦＩＣＵ） 

合併妊娠症、重症妊娠中毒症、胎児異常などの、母体や胎児のリスクが高い周産期医療を行

うための病棟をいいます。 

→ 周産期医療（65 頁） 

 

ボランティア（volunteer） 

一般には、個人の自由な意志により進んで人や社会のために行われる活動、または活動する

人をいいます。当院では、患者が安らぎを得られ安心して治療を受けることができるよう、病

院内で医師・看護師などの専門職員と協力して、ボランティアの皆さんが活動しています。 

 

 

ま行 

慢性期医療 

慢性期医療とは、急性期や亜急性期を脱し、病気・身体は安定しているものの完治はしてい

ない状態をいいます。 

 

慢性期機能 

長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能及び長期にわたり療養が必要な重度の障

害者（重度の意識障害者を含む）、筋ジストロフィー患者又は難病患者等を入院させる機能を

いいます。 
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メセナ活動 

企業が主として資金を提供して文化、芸術活動を支援することをいいます。 

 

モジュール型クリニカルパス 

モジュール型クリニカルパスとは、電子化されたクリニカルパスのうち、診断内容や患者状

態の到達目標ごとに分割された小さなパスの単位（モジュール）で構成されているクリニカル

パスのことです。モジュールに分割するため、従来型のクリニカルパスと比較してコンピュー

タ端末の反応が迅速になるとともに、バリアンスによるクリニカルパス適用診療からの逸脱が

少なくなると考えられています。 

→バリアンス（variance） 

予定された診療計画のとおりに治療が進まなかった場合で、実際の治療と診療計画とのずれ

をいいます。 

 

 

ら行 

リニアック（Linear Accelerator 直線型加速器、高エネルギー放射線発生装置） 

高エネルギーのＸ線を発生させ、がんなどに照射する装置です。さまざまな方向からＸ線を

照射し病変組織に集中させると、がん組織など悪い部分だけを治療することが可能です。 

 

療養型病院 

病状の安定している患者に対して長期間の入院医療を提供する病院をいいます。 

 

レシピエントコーディネーター（recipient coordinator） 

移植手術を行なう病院に所属している院内移植コーディネーターで、臓器の移植を待つレシ

ピエントやその家族のケアを担当しています。 

 

レジメン 

がん治療で、投与する薬剤の種類や量、期間、手順などを時系列で示した計画書をいいます。 

 

 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BC%81%E6%A5%AD
http://kotobank.jp/word/%E8%96%AC%E5%89%A4
http://kotobank.jp/word/%E6%9C%9F%E9%96%93
http://kotobank.jp/word/%E6%89%8B%E9%A0%86
http://kotobank.jp/word/%E8%A8%88%E7%94%BB


- 72 - 
 

ロボット手術 

医師が直接臓器に触れることなく、ロボットに指令を出して行わせる、ロボット工学を応用

した手術をいいます。手術野が狭い、人の手の動き以上の微細な動きを必要とするといった困

難な手術も、ロボットを利用することにより克服できます。 

 

 

わ行 

ワークライフバランス（Work–life balance） 

「仕事と生活の調和」と訳され、一人ひとりがやりがいや充実感を持ちながら働き、仕事上

の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といった人生

の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できることをいいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BB%95%E4%BA%8B
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%94%9F%E6%B4%BB
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%AE%B6%E5%BA%AD
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BA%BA%E7%94%9F
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BA%BA%E7%94%9F
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アルファベット順 

ＡＣＬＳ（Advanced Cardiovascular Life Support 二次救命措置） 

ＢＬＳを行っても、倒れた人などに呼吸や脈拍が認められないときに、医師や看護師が専門

の医療器具を使用して行う救命措置です。ＢＬＳと異なり、医療技術者がチームで行うもので、

気管挿管や薬剤投与のような措置を含みます。 

→ ＢＬＳ（74頁） 

 

ＢＬＳ（Basic Life Support 一次救命措置） 

急に倒れたり、窒息を起こした人に対して、その場に居合わせた人が、救急隊や医師に引継

ぐまでの間に行う応急手当のことです。 

→ ＡＣＬＳ（74 頁）、ＰＡＬＳ（75 頁） 

  

ＣＴ（Computerized Tomography） 

Ｘ線とコンピュータを使い身体を数センチから数ミリの間隔で輪切り写真を作り、体内を精

密に調べる機器です。症状・検査で何らかの異常が認められた場合に行われ、がんなどの病気

の診断を確定できる場合が多くあります。なお、血管内に造影剤を注入し、さらに細かな情報

を得る方法もあります。 

 

ＤＭＡＴ（Disaster Medical Assistance Team 災害派遣医療チーム） 

災害の発生直後（発生後から 48 時間までの間）に活動できる機動性を持ち、そのためのト

レーニングを受けた医療チームをいいます。基本的な任務としては、被災地域内での医療情報

収集・伝達、被災地域内でのトリアージ・応急治療・搬送などがあります。 

災害の発生時など医療の機能が制約される状況において、多数の負傷者を緊急度や重傷度に

応じて、治療や搬送の優先順位を決定することをトリアージといいます。優先順位が決定され

た負傷者には、トリアージタッグ（識別票）が手首などにつけられます。トリアージタッグは、

色によって負傷者の状態などがわかるようになっており、赤（緊急治療群、直ちに治療が必要）、

黄（準緊急治療群、すぐに治療しなくても生命に影響はないが放置しておくと生命の危険があ

る人）、緑（軽症群、救護所又は近くの診療所での救護処置で間に合う人）、黒（死亡群、生命

反応がない人）の４種類があります。 
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ＥＣＵ(Emergency Care Unit) 

救命救急治療室のことをいいます。 

 

ＥＳＣＯ（Energy Service Company）事業 

省エネと光熱水費の削減をユーザーに補償し、削減方法の提案から、改修工事、工事後の削

減効果の検証までを一貫して行う事業です。 

 

ＨＬＡ（Human Leukocyte Antigen ヒト白血球抗原） 

赤血球には、Ａ、Ｂ、Ｏなどの血液型がありますが、白血球にもＨＬＡの型があります。患

者に対して骨髄移植を行うためには、原則としてＨＬＡの型が同じ人から骨髄を提供してもら

う必要があります。 

 

ＩＴＬＳ（International Trauma Life Support） 

パラメディック（救急救命士）や救急医療関係者向けの病院搬入前の外傷処置教育訓練です。 

 

ＪＰＴＥＣ（Japan Prehospital Trauma Evaluation and Care） 

標準的な外傷患者に対する病院前救護プログラムです。 

 

ＭＥ機器 

ＭＥとは「医用工学（Medical Electronics）」のことで、ＭＥ機器とは検査や治療などを行

う機器のことをいいます。 

 

ＭＲＩ（Magnetic Resonance Imaging 磁気共鳴画像） 

強力な磁気と電波を使って、体内のあらゆる部位の画像が得られる装置をいいます。画像の

精度は高く、かなり小さな病巣でも確認することができます。 

 

ＰＡＬＳ(Pediatric Advanced Life Support) 

二次救命処置では、成人と子どもでコースが分かれていて、乳児・小児に特化した高度な救

命処置(Advanced Life Support)が PALS になります。 
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ＰＤＣＡサイクル 

ある事業を、企画立案（Ｐｌａｎ）、実施（Ｄｏ）、評価（Ｃｈｅｃｋ）、改善（Ａｃｔｉｏ

ｎ）の４つの流れで考えるものです。自律的に評価及び改善を行うことによって、新たな企画

立案につなげることに特徴があります。 

 

ＱＯＬ（Ｑuality Of Life） 

一般には、個人の生活意欲や意識、個人を取り巻く環境が生活者の満足感・安心感・幸福感

を左右するものといわれています。そうした意欲・意識・環境を整えることで、生活の質をよ

り良いものにできると考えられています。 

 

ＲＩ 

ＲＩ（Radio Isotope ラジオアイソトープ）とは、放射性同位元素のことをいいます。放射

性同位元素は一定の時間、微量の放射線を出す性質があり、放射性同位元素を含む検査薬を体

内に注射するなどして患者に投与し、体内からの微量な放射線を特殊なカメラで検出すること

で映像化します。検査の目的ごとに様々な検査薬を使い分けることで、骨・脳・心臓など特定

の部位を観察することができます。 

 

ＳＰＤ（Supply Processing & Distribution） 

病院で使用される各種物品の供給管理、在庫管理などの物流管理を中央化、外注化すること

で、物品及び業務の標準化や物流の効率化を図る方法です。 


